
 

【表紙】  

【提出書類】 有価証券届出書

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成23年９月16日

【発行者名】 ブラックロック・ジャパン株式会社

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　出川　昌人

【本店の所在の場所】 東京都千代田区丸の内一丁目８番３号

【事務連絡者氏名】 加藤　淳一郎

【電話番号】 03-6703-4935

【届出の対象とした募集(売出)内国投

資信託受益証券に係るファンドの名

称】

日興ブラックロック・エマージング・ロングショート・

ファンド

【届出の対象とした募集(売出)内国投

資信託受益証券の金額】

当初申込期間：　1,000億円を上限とします。

継続申込期間：　2,000億円を上限とします。

【縦覧に供する場所】 該当事項はありません。

 

(注)　本書において文中および表中の数字は四捨五入された数値として表示されている場合があり、従って合計として表示され

た数字はかかる数値の総和と必ずしも一致するとは限りません。
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第一部 【証券情報】

(1)【ファンドの名称】

日興ブラックロック・エマージング・ロングショート・ファンド

(以下「当ファンド」または「ファンド」といいます。)

 

(2)【内国投資信託受益証券の形態等】

追加型証券投資信託の受益権です。

当初元本は、１口当り１円です。

ファンドの受益権は、社債、株式等の振替に関する法律(以下、「社振法」といいます。)の規定の適用を受け、

受益権の帰属は、後述の「(11)振替機関に関する事項」に記載の振替機関及び当該振替機関の下位の口座管理

機関(社振法第２条に規定する「口座管理機関」をいい、振替機関を含め、以下「振替機関等」といいます。)の

振替口座簿に記載または記録されることにより定まります(以下、振替口座簿に記載または記録されることによ

り定まる受益権を「振替受益権」といいます。)。委託会社であるブラックロック・ジャパン株式会社は、やむを

得ない事情等がある場合を除き、当該振替受益権を表示する受益証券を発行しません。また、振替受益権には無

記名式や記名式の形態はありません。

当ファンドについて、委託会社の依頼により、信用格付業者から提供され、若しくは閲覧に供された信用格付

または信用格付業者から提供され、若しくは閲覧に供される予定の信用格付はありません。

 

(3)【発行（売出）価額の総額】

①　当初申込期間：1,000億円を上限とします。

②　継続申込期間：2,000億円を上限とします。

※当ファンドの運用戦略に適した運用規模・運用効率を勘案し、市場環境や資金流入の動向に応じて信託金の限度額を下
回る段階で購入申込の受付を停止する場合があります。 

 

(4)【発行（売出）価格】

①　当初申込期間：１口当り１円

②　継続申込期間：購入受付日の翌営業日の基準価額とします。

 

基準価額につきましては、販売会社または下記にお問い合わせください。

ブラックロック・ジャパン株式会社

電話番号：　03-6703-4300（受付時間　営業日の9：00～17：00）

ホームページアドレス：　http://www.blackrock.co.jp
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(5)【申込手数料】

①　購入時の申込手数料（以下「購入時手数料」といいます。）は、購入受付日の翌営業日の基準価額（当初申

込期間は１口当り１円）の4.20％(税抜4.00％)を上限として、販売会社が独自に定めることができます。詳細

は、販売会社にお問い合わせください。

　　(販売会社につきましては、「(8)申込取扱場所」に記載の照会先までお問い合わせください。)

　　なお、購入時手数料には消費税に相当する金額および地方消費税に相当する金額(以下「消費税等相当額」と

いいます。)が含まれています。(以下同じ。)

 

②　分配金の受取方法により、「一般コース」、「累積投資コース」の２つのコースがあります。「累積投資コー

ス」を選択した投資者が、分配金を再投資する場合は、無手数料とします。

 

(6)【申込単位】

分配金の受取方法により、収益の分配時に分配金を受け取る「一般コース」と、分配金が税引き後、無手数料

で再投資される「累積投資コース」の２つの購入方法があります。

取扱いを行うコースおよび購入の申込単位（以下「購入単位」といいます。）は、各販売会社により異なりま

すので、詳細は販売会社にお問い合わせください。

 

(7)【申込期間】

①　当初申込期間：平成23年10月３日から平成23年10月27日まで

②　継続申込期間：平成23年10月28日から平成24年９月20日まで

申込期間は、上記期間満了前に有価証券届出書を提出することによって更新されます。

 

(8)【申込取扱場所】

ファンドの申込取扱場所(以下「販売会社」といいます。)については下記にお問い合わせください。

ブラックロック・ジャパン株式会社

電話番号：　03-6703-4300（受付時間　営業日の9：00～17：00）

ホームページアドレス：　http://www.blackrock.co.jp

 

(9)【払込期日】

①　当初申込期間（平成23年10月３日から平成23年10月27日まで）

受益権の取得申込者は、平成23年10月27日(当初申込期間最終日)までに、購入代金(発行価格に購入口数を

乗じた金額に、購入時手数料を加算した金額をいいます。)を販売会社に支払うものとします。

発行価額の総額は、販売会社によって信託設定日(平成23年10月28日)に委託会社の指定する口座を経由し

て、受託会社の指定するファンド口座に払い込まれます。
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②　継続申込期間（平成23年10月28日から平成24年９月20日まで）

受益権の投資者は、販売会社が定める日までに購入代金(購入受付日の翌営業日の基準価額に購入口数を乗

じた金額に、購入時手数料を加算した金額をいいます。)を販売会社に支払うものとします。

振替受益権に係る各購入受付日の発行価額の総額は、販売会社によって追加信託が行われる日に委託会社

の指定する口座を経由して、受託会社の指定するファンド口座に払い込まれます。

 

(10)【払込取扱場所】

上記「(8)申込取扱場所」でお払込みください。

 

(11)【振替機関に関する事項】

振替機関は、株式会社証券保管振替機構です。

 

(12)【その他】

①　購入代金の利息

購入代金には利息をつけません。

 

②　日本以外の地域における発行

行いません。

 

③　購入不可日

販売会社の営業日であっても、ニューヨーク市の銀行の休業日およびその他マザーファンドの主要投資対

象ファンドの受付不可日のいずれかに該当する場合は、購入は受付けません。

 

④　振替受益権について

ファンドの受益権は、社振法の規定の適用を受け、上記「(11)振替機関に関する事項」に記載の振替機関の

振替業にかかる業務規程等の規則にしたがって取り扱われるものとします。

ファンドの分配金、償還金、換金代金は、社振法および上記「(11)振替機関に関する事項」に記載の振替機

関の業務規程その他の規則にしたがって支払われます。

 

(参考)

◆　投資信託振替制度とは、

・ファンドの受益権の発生、消滅、移転をコンピュータシステムにて管理します。

・ファンドの設定、換金、償還等がコンピュータシステム上の帳簿(「振替口座簿」といいます。)への記載

・記録によって行われますので、受益証券は発行されません。
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第二部 【ファンド情報】

第１ 【ファンドの状況】

１【ファンドの性格】

(1)【ファンドの目的及び基本的性格】

①　「日興ブラックロック・エマージング・ロングショート・ファンド」(以下「当ファンド」または「ファン

ド」という場合があります。)は、長期的なトータル・リターンの最大化を目標に運用を行います。

 

②　当ファンドは、追加型証券投資信託であり、追加型投信／海外／株式／特殊型（ロング・ショート型）に属

しています。下記は、社団法人投資信託協会の「商品分類に関する指針」に基づき当ファンドが該当する商品

分類・属性区分を網掛け表示しています。

 

＜商品分類表＞

単位型・追加型 投資対象地域 投資対象資産（収益の源泉） 補足分類

単位型投信

追加型投信

国内

海外

内外

株式

債券

不動産投信

その他資産（　　　　）

資産複合

インデック型

特殊型

（ロング・ショート型）

 

＜属性区分表＞

投資対象資産 決算頻度 投資対象地域 投資形態 為替ヘッジ 特殊型

株式

　一般

　大型株

　中小型株

債券

　一般

　公債

　社債

　その他債券

　クレジット属性

不動産投信

その他資産

（投資信託証券）

資産複合

　資産配分固定型

　資産配分変更型

年１回

年２回

年４回

年６回

（隔月）

年12回

（毎月）

日々

その他

 

グローバル

日本

北米

欧州

アジア

オセアニア

中南米

アフリカ

中近東

（中東）

エマージング

ファミリー

ファンド

 

ファンド・

オブ・

ファンズ

あり

（フルヘッジ）

 

なし

ブル・ベア型

 

条件付運用型

 

ロング・ショー

ト型／絶対収益

追求型

 

その他
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＜各分類および区分の定義＞

Ⅰ．商品分類

単位型投信・追加型

投信の区分

追加型投信 一度設定されたファンドであってもその後追加設定が行われ

従来の信託財産とともに運用されるファンドをいう。

投資対象地域による

区分

海外 目論見書又は投資信託約款において、組入資産による主たる

投資収益が実質的に海外の資産を源泉とする旨の記載がある

ものをいう。

投資対象資産による

区分

株式 目論見書又は投資信託約款において、組入資産による主たる

投資収益が実質的に株式を源泉とする旨の記載があるものを

いう。

補足分類 特殊型

（ロング・ショート

型）

目論見書または投資信託約款において、投資者に対して注意

を喚起することが必要と思われる特殊な仕組みあるいは運用

手法（ロング・ショート戦略）の記載があるものをいう。

 

Ⅱ．属性区分

投資対象資産による

属性区分

その他資産（投資信

託証券）

目論見書又は投資信託約款において、主として投資信託証券

に投資する旨の記載があるものをいう。

決算頻度による属性

区分

年２回 目論見書又は投資信託約款において、年２回決算する旨の記

載があるものをいう。

投資対象地域による

属性区分

エマージング 目論見書または投資信託約款において、組入資産による投資

収益がエマージング地域（新興成長国（地域））の資産を源

泉とする旨の記載があるものをいう。

投資形態による属性

区分

ファミリーファンド 目論見書または投資信託約款において、親投資信託（ファン

ド・オブ・ファンズにのみ投資されるものを除く。）を投資

対象として投資するものをいう。

為替ヘッジによる属

性区分

為替ヘッジあり

（フルヘッジ）

目論見書又は投資信託約款において、為替のフルヘッジ又は

一部の資産に為替のヘッジを行う旨の記載があるものをい

う。

特殊型による属性区

分

ロング・ショート型 目論見書または投資信託約款において、ロング・ショート戦

略により収益の追求を目指す旨の記載があるものをいう。

 

当ファンドは、ファミリーファンド方式で運用され、かつ親投資信託はファンド・オブ・ファンズ形式で運用

されます。このため、組入れている資産を示す属性区分上の投資対象資産（その他資産（投資信託証券））と収

益の源泉となる資産を示す商品分類上の投資対象資産（株式）とが異なります。

 

上記は、社団法人投資信託協会の定義を基に委託会社が作成したものを含みます。なお、上記以外の商品分類

・属性区分の定義については、社団法人投資信託協会のホームページ（http://www.toushin.or.jp/）をご参照

ください。

 

③　信託金の限度額は、2,000億円です。ただし、委託会社は受託会社と合意のうえ、当該限度額を変更することが

できます。
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④　ファンドの特色　(当ファンドおよびマザーファンドの特色)

ａ．エマージング諸国の株式等を投資対象とするロングショート戦略により、信託財産の成長を目指します。

 

■ブラックロック・エマージング・ロングショート・マザーファンド受益証券への投資を通じて、主として

エマージング諸国の株式および株式関連の派生商品に投資しロングショート（買い建て・売り建て）ポジ

ションを構築する投資信託証券を実質的な主要投資対象とします。

 

■実質的な主要投資対象ファンドは、エマージング諸国の中小型株を含む約2,500の幅広い株式を投資候補銘

柄とし、投資にあたってはデリバティブ取引（先物・スワップなど）を活用します。

 

■株式の買い建て（ロング）と売り建て（ショート）を同時に行うロングショート戦略で、市場変動による

影響を低減しつつ、安定的な投資収益を獲得することを目指します。

 

■買い建てから売り建てを差し引いたエマージング株式等のネットロングポジションは、実質的な主要投資

対象ファンドの純資産総額の20％程度を基本として運用しますが、市場環境等に応じて、その投資配分も大

きく変更します。

 
※　ネットロングポジションは、実質的な主要投資対象ファンドの純資産総額に対して、概ね0～40％の割合で変更しま
す。

 

■投資対象銘柄の選定、投資比率や売買手法の決定など当ファンドのロングショート戦略は、ブラックロック

独自の計量モデルを活用することで運用を行います。

 
※　計量モデルとは、市場や株価の動きを計量的な数式で捉えようとするものです。多くのデータを活用し、リターン獲
得を図るためのツールです。

 

EDINET提出書類

ブラックロック・ジャパン株式会社(E13197)

有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

 7/81



＜実質的な主要投資対象ファンドの運用プロセス＞

■　独自の計量モデルを活用し、ロングショート戦略によりポートフォリオを構築します。

 
＜イメージ図＞

 

 
※ 資金動向、市況動向等によっては上記のような運用ができない場合があります。
※ 実質的な主要投資対象ファンドの運用体制等は、変更となる場合があります。

 

ｂ．ファンドは、ブラックロック・エマージング・ロングショート・マザーファンドをマザーファンドとす

るファミリーファンド方式で運用します。

ファンドは、マザーファンドを通じて、投資信託証券を実質的な投資対象とするファンド・オブ・ファン

ズです。

 

マザーファンドは「ブラックロック・エマージング・マーケッツ・ロング・ショート・エクイティ・

ファンド
＊１
」と「ＢＧＦ ＵＳダラー・ショート・デュレーション・ボンド・ファンド

＊２
」に投資しま

す。

＊１　正式名称は、「（ケイマン籍投資法人）ブラックロック・エマージング・マーケッツ・ロング・ショート・エク

イティ・ファンド・リミテッド　クラスＡ投資証券」です。

＊２　正式名称は、「ブラックロック・グローバル・ファンズ（ルクセンブルグ籍証券投資法人）　ＵＳダラー・

ショート・デュレーション・ボンド・ファンド　クラスＡ投資証券」です。
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各投資信託証券への投資比率は、原則として、市況動向および各投資信託証券の収益性等を勘案して委託

会社が決定します。通常、ブラックロック・エマージング・マーケッツ・ロング・ショート・エクイティ・

ファンドの投資比率を高位に保ちます。

 

※　投資対象ファンドは、委託会社の判断により適宜見直しを行うことがあります。

 

 

ｃ．実質外貨建資産については、為替ヘッジにより為替変動リスクの低減を図ることを基本とします。

 

※　実質的な投資対象ファンド（米ドル建て）への投資にあたっては、原則として為替ヘッジを行い、日本円－米ドル

間の為替変動リスクの低減を目指します。また、実質的な主要投資対象ファンドにおけるエマージング株式等へ

の投資にあたっては、原則として米ドル－エマージング通貨間の為替ヘッジは行いません。ロングショート戦略

の中でエマージング通貨の為替リスクが相殺されますが、ネットロングポジションについては、米ドル－エマー

ジング通貨間の為替リスクが残ります。

 

ｄ．原則として、年２回の毎決算時（原則として６月20日および12月20日。休業日の場合は翌営業日）に収益

分配方針に基づき、分配を行います。

 

※　分配金額は、委託会社が基準価額水準、市況動向等を勘案して決定します。運用状況によっては、分配を行わない場

合もあります。
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（追加的記載事項）
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(2)【ファンドの沿革】

平成23年10月28日 信託契約締結、ファンドの設定日、運用開始（予定）

 

(3)【ファンドの仕組み】

 

ファンドの仕組み

 

 

＜契約等の概要＞

ａ．「証券投資信託契約」

ファンドの設定・運営に関する事項、信託財産の運用・管理に関する事項、委託会社および受託会社の業

務に関する事項、投資者に関する事項等について規定しています。

 

ｂ．「受益権の募集・販売の取扱い等に関する契約」

販売会社に委託する受益権の募集販売の取扱い、換金事務、投資者に対する収益分配金および換金代金の

支払い、その他これらの業務に付随する業務等について規定しています。
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＜委託会社の概況＞

平成23年７月末現在の委託会社の概況は、以下のとおりです。

ａ．資本金　　　　2,435百万円

 

ｂ．沿革

1985年１月 メリルリンチ投資顧問株式会社

（後のメリルリンチ・インベストメント・マネジャーズ株式会社）設立

1987年３月　証券投資顧問業者として登録

1987年６月　投資一任業務認可を取得

1997年12月　投資信託委託業務免許を取得

1988年３月 バークレイズ・デズート・ウェッド投資顧問株式会社

（後のバークレイズ・グローバル・インベスターズ株式会社）設立

1988年６月　証券投資顧問業者として登録

1989年１月　投資一任業務認可を取得

1998年３月　投資信託委託業務免許を取得

1999年４月 野村ブラックロック・アセット・マネジメント株式会社

（後のブラックロック・ジャパン株式会社）設立

1999年６月　証券投資顧問業者として登録

1999年８月　投資一任業務認可を取得

2006年10月メリルリンチ・インベストメント・マネジャーズ株式会社を存続会社として、

ブラックロック・ジャパン株式会社と合併

新会社商号：「ブラックロック・ジャパン株式会社」

2009年12月バークレイズ・グローバル・インベスターズ株式会社を存続会社として、

ブラックロック・ジャパン株式会社と合併

新会社商号：「ブラックロック・ジャパン株式会社」

 

ｃ．大株主の状況

株主名 住所
所有
株式数

所有比率

ブラックロック・ジャパン・
ホールディングス合同会社

東京都千代田区丸の内一丁目８番３号 10,158株 100％
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２【投資方針】

(1)【投資方針】

①　当ファンドの投資態度

ａ．ブラックロック・エマージング・ロングショート・マザーファンド受益証券への投資を通じて、主とし

て新興国の株式および株式関連の派生商品に投資しロングショート（売建および買建）ポジションを構築

することにより長期的に安定的な投資収益を追求する投資信託証券に投資を行います（投資収益の源泉と

して、純資産の40％程度を上限として新興国株式市場全体の値動きを一部利用します。）。マザーファンド

においては副次的な投資対象として、短期債券等に投資する投資信託証券にも投資を行います。マザーファ

ンドにおいて投資対象とする投資信託証券は、ブラックロック・グループの運用会社が運用するものとし

ます。

 

ｂ．実質外貨建資産については、為替ヘッジにより為替変動リスクの低減を図ることを基本とします。

 

ｃ．資金動向、市況動向、残存信託期間等によっては、上記のような運用ができない場合もあります。

 

②　マザーファンドの投資態度

ａ．主として新興国の株式および株式関連の派生商品に投資し、ロングショート（売建および買建）ポジ

ションを構築することにより長期的に安定的な投資収益を追求する投資信託証券に投資を行います（投資

収益の源泉として、純資産の40％程度を上限として新興国株式市場全体の値動きを一部利用します。）。副

次的な投資対象として、短期債券等に投資する投資信託証券にも投資を行います。投資対象とする投資信託

証券は、別に定めるブラックロック・グループの運用会社が運用するものとします。

 

ｂ．各投資信託証券への投資割合は、原則として市況動向および各投資信託証券の収益性等を勘案して委託

会社が決定します。通常、新興国の株式および株式関連の派生商品に投資し、ロングショート（売建および

買建）ポジションを構築することにより長期的に安定的な投資収益を追求する投資信託証券への投資割合

を高位に保ちます。

 

ｃ．別に定める投資信託証券は、委託会社の判断により、変更することがあります。

 

ｄ．外貨建資産については、為替ヘッジにより為替変動リスクの低減を図ることを基本とします。

 

ｅ．資金動向、市況動向、残存信託期間等によっては、上記のような運用ができない場合もあります。

 

ｆ．投資対象ファンドの選定にあたっては、上記の投資方針の他、マザーファンドの運営上の効率性等を勘案

します。
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(2)【投資対象】

①　当ファンドの投資対象

ａ．投資対象とする資産の種類(約款第15条)

この信託において投資の対象とする資産の種類は、次に掲げる特定資産(「特定資産」とは、投資信託及

び投資法人に関する法律(以下「投信法」といいます。)第２条第１項で定めるものをいいます。以下同じ。)

とします。

(a) 有価証券

(b) 金銭債権

(c) 約束手形(手形割引市場において売買される手形に限ります。)

 

ｂ．投資対象とする有価証券(約款第16条第１項)

委託会社は、信託金を、主としてブラックロック・エマージング・ロングショート・マザーファンドの受

益証券のほか、次の有価証券（金融商品取引法第２条第２項の規定により有価証券とみなされる同項各号

に掲げる権利を除きます。）に投資することを指図します。

(a) 国債証券

(b) 地方債証券

(c) 特別の法律により法人の発行する債券および社債券（新株引受権証券と社債券とが一体となった新株

引受権付社債券の新株引受権証券および短期社債券を除きます。）

(d) 短期社債等(社債、株式等の振替に関する法律第66条第１号に規定する短期社債、保険業法第61条の10

第１項に規定する短期社債、資産の流動化に関する法律第２条第８項に関する特定短期社債、商工組合中

央金庫法第33条の２に規定する短期商工債、信用金庫法第54条の４第１項に規定する短期債および農林

中央金庫法第62条の２第１項に規定する短期農林債をいいます。)

(e) コマーシャル・ペーパー

(f) 外国または外国の者の発行する証券または証書で、前各号の証券または証書の性質を有するもの

(g) 外国法人が発行する譲渡性預金証書

なお、(a)から(c)の証券を以下「公社債」といい、公社債にかかる運用の指図は買い現先取引(売戻し条

件付の買い入れ)および債券貸借取引(現金担保付き債券借入れ)に限り行うことができるものとします。

 

ｃ．投資対象とする金融商品(約款第16条第２項)

このファンドの設定、換金、償還、投資環境の変動等への対応等、委託会社が運用上必要と認めるときに

は、有価証券のほか、次に掲げる金融商品（金融商品取引法第２条第２項の規定により有価証券とみなされ

る同項各号に掲げる権利を含みます。）により運用を指図することができます。

(a) 預金
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(b) 指定金銭信託（金融商品取引法第２条第１項第14号に規定する受益証券発行信託を除きます。）

(c) コール・ローン

(d) 手形割引市場において売買される手形

 

②　マザーファンドの投資対象

ａ．投資対象とする資産の種類(約款第12条)

この信託において投資の対象とする資産の種類は、次に掲げる特定資産(「特定資産」とは、投信法第２

条第１項で定めるものをいいます。以下同じ。)とします。

(a) 有価証券

(b) 金銭債権

(c) 約束手形(手形割引市場において売買される手形に限ります。)

 

ｂ．投資対象とする有価証券(約款第13条第１項)

委託会社は、信託金を、主として別に定める投資信託または外国投資信託の受益証券(金融商品取引法第

２条第１項第10号で定めるものをいいます。)および投資証券または外国投資証券(金融商品取引法第２条

第１項第11号で定めるものをいいます。)のほか、次の有価証券（金融商品取引法第２条第２項の規定によ

り有価証券とみなされる同項各号に掲げる権利を除きます。）に投資することを指図します。

(a) 国債証券

(b) 地方債証券

(c) 特別の法律により法人の発行する債券および社債券（新株引受権証券と社債券とが一体となった新株

引受権付社債券の新株引受権証券および短期社債券を除きます。）

(d) 短期社債等(社債、株式等の振替に関する法律第66条第１号に規定する短期社債、保険業法第61条の10

第１項に規定する短期社債、資産の流動化に関する法律第２条第８項に関する特定短期社債、商工組合中

央金庫法第33条の２に規定する短期商工債、信用金庫法第54条の４第１項に規定する短期債および農林

中央金庫法第62条の２第１項に規定する短期農林債をいいます。)

(e) コマーシャル・ペーパー

(f) 外国または外国の者の発行する証券または証書で、前各号の証券または証書の性質を有するもの

(g) 外国法人が発行する譲渡性預金証書

なお、(a)から(c)の証券を以下「公社債」といい、公社債にかかる運用の指図は買い現先取引(売戻し条

件付の買い入れ)および債券貸借取引(現金担保付き債券借入れ)に限り行うことができるものとします。
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ｃ．投資対象とする金融商品(約款第13条第２項)

このファンドの設定、換金、償還、投資環境の変動等への対応等、委託会社が運用上必要と認めるときに

は、有価証券のほか、次に掲げる金融商品（金融商品取引法第２条第２項の規定により有価証券とみなされ

る同項各号に掲げる権利を含みます。）により運用を指図することができます。

(a) 預金

(b) 指定金銭信託（金融商品取引法第２条第１項第14号に規定する受益証券発行信託を除きます。）

(c) コール・ローン

(d) 手形割引市場において売買される手形
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マザーファンドの投資対象ファンドの概要

(a) ブラックロック・エマージング・マーケッツ・ロング・ショート・エクイティ・ファンド

形態 ケイマン籍（オープン・エンド型）会社型外国投資証券（米ドル建て）

投資目的および
投資態度

主として新興国の株式に投資し、ロング・ショート（買い建ておよび売り建て）ポジションを
構築し、長期的にトータル・リターンを最大化することを目指します。投資収益の源泉として、
純資産の40％程度を上限として新興国株式市場全体の値動きを一部利用します。
買い建ておよび売り建ての想定元本の合計（グロス・ポジション）は、純資産総額の250％を上
限とします。

設定日 2011年10月31日（予定）

存続期間 無期限

主な投資対象

・主として新興国の株式および関連するデリバティブ取引に投資します。投資対象は、新興国の
企業もしくは経済的に新興国と関連した企業の発行するものとします。

・投資対象となる有価証券等は米ドル建てまたは米ドル以外の通貨建てとします（米ドルへの
為替ヘッジは原則として行いません）。

・新興国の株式および株式関連の金融商品について、買建および売建の両方を行います。
・買建および売建のポジションについては、主にスワップ取引を含むデリバティブ取引を活用
して行います。

・純資産総額の20％を上限として新興国以外の株式等（短期金融商品も含む）にも投資するこ
とがあります。

 

主な投資制限

・買建と売建の想定元本の合計（グロス・ポジション）は、純資産総額の250％を上限としま
す。
・一発行会社の発行する株式について、発行済株数の50％を越えて当該発行会社に投資しないこ
ととします。
・資金の借入れについては、純資産総額の10％以内とします。
・現物株式による売建については、純資産総額の範囲とします。

投資顧問報酬 年1.00％

その他費用
管理業務会社、保管会社および名義書換事務代行会社への報酬等および事務諸費に要する費用
についてはファンドから差し引かれます。

決算日 年１回（原則として12月末日）に決算を行います。

収益分配方針 年２回（５月末日および11月末日。営業日でない場合は翌営業日）に収益分配を行います。

申込手数料 ありません。

投資顧問会社 ブラックロック・インスティテューショナル・トラスト・カンパニー、エヌ．エイ．

保管会社 ステート・ストリート・バンク＆トラスト・カンパニー
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(b) ＢＧＦ　ＵＳダラー・ショート・デュレーション・ボンド・ファンド

形態 ルクセンブルグ籍（オープン・エンド型）会社型外国投資証券（米ドル建て）

投資目的および
投資態度

純資産総額の80％以上を投資適格債に投資し、トータル・リターンを最大化することを目指し
ます。純資産総額の70％以上をデュレーションが５年未満の米ドル建て投資適格債に投資し、
ファンドの平均デュレーションは３年以下を原則とします。
通貨エクスポージャーについては柔軟に運用します。

設定日 2002年10月31日

存続期間 無期限

主な投資対象 主として米ドル建ての投資適格債を主要投資対象とします。

主な投資制限
・　同一発行体の譲渡性のある証券への投資はファンドの純資産総額の10％以下とします。
・　純資産総額の５％を超えて投資しているすべての発行体について、ファンドが保有する譲渡

性のある証券の総額は純資産総額の40%を超えないものとします。

管理報酬 投資運用会社と委託会社間の契約により、免除されます。(注)

その他費用 保管報酬および事務の処理に要する諸費用がファンドから差し引かれます。

決算日 年１回（原則として８月末日）に決算を行います。

収益分配方針 原則として、分配を行いません。

申込手数料 ありません。

管理会社 ブラックロック（ルクセンブルグ）エス・エー

投資顧問会社 ブラックロック・ファイナンシャル・マネジメント・インク

保管会社 ザ・バンク・オブ・ニューヨーク・メロン（インターナショナル）リミテッド

(注)　投資対象ファンドにかかる報酬相当額は、委託会社の信託報酬より支払われます。
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(3)【運用体制】

ファンドの運用・管理の各業務の役割分担を社内規程により定めております。

ファンドの運用については委託会社の運用部門が統括しています。

社内には内部監査を担当する部門、ファンドの運用状況やリスク状況等をモニターし、関連部署にフィード

バックする部門、或いは投資委員会等開催により、各ファンドの投資方針等に従って運用が行われているか確認

する組織、機能が確立しています。

当ファンドの運用は、運用企画チーム（当ファンド担当：３名程度）が担当いたします。

 

運用体制図

 

 
※　運用体制等は、変更となる場合があります。

 

ブラックロック・グループ

ブラックロック・グループは、運用資産残高約3.66兆ドル
＊
(約296兆円)を持つ世界最大級の独立系資産運

用グループであり、当社はその日本法人です。

当グループは、世界各国の機関投資家および個人投資家のため、株式、債券、キャッシュ・マネジメントおよ

びオルタナティブ商品といった様々な資産クラスの運用を行っております。また、機関投資家向けに、リスク

管理、投資システム・アウトソーシングおよびファイナンシャル・アドバイザリー・サービスの提供を行っ

ております。

＊　2011年６月末現在。(円換算レートは１ドル＝80.76円を使用)
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(4)【分配方針】

①　収益分配方針

年２回の毎決算時(原則として６月20日および12月20日。休業日の場合は翌営業日。)に、原則として以下の

方針に基づき、分配を行います。

ａ．分配対象額の範囲

分配対象額の範囲は、経費控除後の繰越分を含めた利子・配当等収益および売買損益(繰越欠損補填後、

評価損益を含みます。)等の全額とします。

 

ｂ．分配対象収益についての分配方針

分配金額は、委託会社が基準価額水準、市況動向等を勘案して決定します。基準価額水準、市況動向等に

よっては分配を行わないことがあります。将来の分配金の支払いおよびその金額については保証するもの

ではありません。

 

ｃ．留保益の運用方針

留保益の運用については特に制限を設けず、委託会社の判断に基づき、元本部分と同一の運用を行いま

す。

 

②　収益の分配

ａ．信託財産から生じる毎計算期末における利益は、次の方法により処理するものとします。

(a) 利子およびこれ等に類する収益から支払利息を控除した額(「配当等収益」といいます。)は、諸経費、

諸費用(消費税に相当する金額および地方消費税に相当する金額(以下「消費税相当額」といいます。)を

含みます。以下同じ。)、信託報酬(消費税等相当額を含みます。以下同じ。)を控除した後、その残額を投資

者に分配することができます。なお、次期以降の分配金に充てるため、その一部を分配準備積立金として

積み立てることができます。

(b) 売買損益に評価損益を加算した利益金額(「売買益」といいます。)は、諸経費、諸費用および信託報酬

を控除し、繰越欠損金のあるときは、その全額を売買益をもって補てんした後、投資者に分配することが

できます。なお、次期以降の分配に充てるため、分配準備積立金として積み立てることができます。

 

ｂ．毎計算期末において、信託財産につき生じた損失は、次期に繰り越すものとします。

 

③　収益分配金の支払い

ａ．支払時期と支払場所

(a) 一般コースの場合

毎計算期間終了日後１ヵ月以内の委託会社の指定する日(原則として５営業日以内)に、毎計算期間の

末日において振替機関等の振替口座簿に記載または記録されている投資者にお支払いを開始します。収

益分配金は販売会社の営業所等において支払います。
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(b) 累積投資コースの場合

累積投資契約に基づき、受託会社が委託会社の指定する預金口座等に払い込むことにより、原則として

毎計算期間終了日の翌営業日に収益分配金が販売会社に支払われます。この場合、販売会社は投資者に対

し遅滞なく収益分配金の再投資にかかる受益権の売り付けを行います。当該売り付けにより増加した受

益権は、振替口座簿に記載または記録されます。

 

ｂ．時効

投資者が、ａ．(a)に規定する支払開始日から５年間支払い請求を行わない場合はその権利を失い、委託

会社が受託会社から交付を受けた金銭は委託会社に帰属します。

 

(5)【投資制限】

①　当ファンドの約款で定める投資制限

ａ．投資信託証券および短期金融商品(短期運用の有価証券を含みます。)以外への直接投資は行いません。

(運用の基本方針　２．運用方法　(3)投資制限①)

 

ｂ．投資信託証券への投資制限(運用の基本方針　２．運用方法　(3)投資制限②)

投資信託証券への実質投資割合には制限を設けません。

 

ｃ．外貨建資産への投資制限(運用の基本方針　２．運用方法　(3)投資制限③)

外貨建資産への実質投資割合には、制限を設けません。

 

ｄ．特別の場合の外貨建有価証券への投資制限(約款第19条)

外貨建有価証券への投資については、わが国の国際収支上の理由等により、特に必要と認められる場合に

は、制約されることがあります。

 

ｅ．公社債の借入れ(約款第20条)

(a) 委託会社は、信託財産の効率的な運用に資するため、公社債の借入れの指図をすることができます。な

お、当該公社債の借入れを行うにあたり担保の提供が必要と認めた時は、担保の提供の指図を行うもの

とします。

(b) (a)の指図は、当該借入れにかかる公社債の時価総額が信託財産の純資産総額の範囲内とします。

(c) 信託財産の換金等の事由により、(b)の借入れにかかる公社債の時価総額が信託財産の純資産総額を超

えることとなった場合には、委託会社は速やかに、その超える額に相当する借入れた公社債の一部を返

還するための指図をするものとします。

(d) (a)の借入れにかかる品借料は信託財産中から支弁します。
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ｆ．外国為替予約の指図および範囲(約款第21条)

委託会社は、信託財産に属する外貨建資産とマザーファンドの信託財産に属する外貨建資産のうち信託

財産に属するとみなした額（信託財産に属するマザーファンドの時価総額にマザーファンドの信託財産の

純資産総額に占める外貨建資産の時価総額の割合を乗じて得た額をいいます。）との合計額について、当該

外貨建資産の為替ヘッジのため、外国為替の売買の予約取引の指図をすることができます。

 

ｇ．資金の借入れ(約款第27条)

(a) 委託会社は、信託財産の効率的な運用ならびに運用の安定性に資するため、換金に伴う支払資金の手当

て（換金に伴う支払資金の手当てのために借入れた資金の返済を含みます。）を目的として、または再

投資にかかる収益分配金の支払資金の手当てを目的として、資金借入れ（コール市場を通じる場合を含

みます。）の指図をすることができます。なお、当該借入金をもって有価証券等の運用は行わないものと

します。

(b) 換金に伴う支払資金の手当てにかかる借入期間は、投資者への換金代金支払開始日から信託財産で保

有する有価証券等の売却代金の受渡日までの間または投資者への換金代金支払開始日から信託財産で

保有する有価証券等の換金代金入金日までの間もしくは投資者への換金代金支払開始日から信託財産

で保有する有価証券等の償還金の入金日までの期間が５営業日以内である場合の当該期間とし、資金借

入額は当該有価証券等の売却または換金代金および有価証券等の償還金の合計額を限度とします。

ただし、資金の借入額は、借入れ指図を行う日における信託財産の純資産総額の10％を超えないこと

とします。

(c) 収益分配金の再投資にかかる借入期間は信託財産から収益分配金が支弁される日からその翌営業日ま

でとし、資金借入額は収益分配金の再投資額を限度とします。

(d) 借入金の利息は信託財産中より支弁します。

 

②　マザーファンドの約款で定める投資制限

ａ．投資信託証券および短期金融商品(短期運用の有価証券を含みます。)以外への直接投資は行いません。

(運用の基本方針　２．運用方法　(3)投資制限①)

 

ｂ．投資信託証券への投資制限(運用の基本方針　２．運用方法　(3)投資制限②)

投資信託証券への投資割合には制限を設けません。

 

ｃ．外貨建資産への投資制限(運用の基本方針　２．運用方法　(3)投資制限③)

外貨建資産への投資割合には、制限を設けません。

 

ｄ．特別の場合の外貨建有価証券への投資制限(約款第16条)

外貨建有価証券への投資については、わが国の国際収支上の理由等により、特に必要と認められる場合に

は、制約されることがあります。
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ｅ．公社債の借入れ(約款第17条)

(a) 委託会社は、信託財産の効率的な運用に資するため、公社債の借入れの指図をすることができます。な

お、当該公社債の借入れを行うにあたり担保の提供が必要と認めた時は、担保の提供の指図を行うもの

とします。

(b) (a)の指図は、当該借入れにかかる公社債の時価総額が信託財産の純資産総額の範囲内とします。

(c) 信託財産の換金等の事由により、(b)の借入れにかかる公社債の時価総額が信託財産の純資産総額を超

えることとなった場合には、委託会社は速やかに、その超える額に相当する借入れた公社債の一部を返

還するための指図をするものとします。

(d) (a)の借入れにかかる品借料は信託財産中から支弁します。

 

ｆ．外国為替予約の指図および範囲(約款第18条)

委託会社は、信託財産に属する外貨建資産について当該外貨建資産の為替ヘッジのため、外国為替の売買

の予約取引の指図をすることができます。
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３【投資リスク】

(1) 投資リスク

ファンドの基準価額は、組入れられている有価証券の値動きの他、為替変動による影響を受けます。これらの

信託財産の運用により生じた損益はすべて投資者の皆様に帰属します。したがって、当ファンドは元金および元

金からの収益の確保が保証されているものではなく、基準価額の下落により投資者は損失を被り、元金を割り込

むことがあります。また、投資信託は預貯金と異なります。

当ファンドにかかる主なリスクは以下の通りです。

 

①　基準価額の変動要因

ａ．ロングショート戦略によるリスク

当ファンドの実質的な投資対象ファンドは、計量モデルを活用したロングショート戦略による運用を行

うことで投資収益を追求しますが、当戦略がその目的を達成できる保証はありません。ロング（買い建て）

した銘柄の価格が下落した場合、もしくはショート（売り建て）した銘柄の価格が上昇した場合は損失が

発生し、それに伴い当ファンドの基準価額が下落する可能性があります。またロングとショートの双方で損

失した場合は、通常想定される以上に当ファンドの運用成果が影響を被る可能性があります。

 

ｂ．エマージング（新興）諸国の株式の価格変動のリスク

当ファンドの実質的な投資対象ファンドは、エマージング（新興）市場の発行体が発行する株式および

株式関連の派生商品に投資を行います。したがって、エマージング（新興）諸国の経済・市場動向または投

資対象企業の経営・財務状況に応じて、株式あるいは株式関連の派生商品の価格等が変動し、当ファンドの

運用成果に影響を与えます。

（カントリー・リスク）

エマージング諸国の経済は、先進諸国に比べて不安定であり、その株式市場を取り巻く社会的・経済的環

境はより不透明な場合が多く、エマージング諸国の政府は自国経済を規制または監督する上で大きな影響

力を行使することがあります。したがって、主として先進国市場に投資する場合に比べて、投資先の国の政

治・経済事情、通貨・資本規制等の要因により、より大幅に株価が変動することが考えられ、それに伴い当

ファンドの運用成果に影響を与えます。

（中小型株式投資のリスク）

当ファンドの実質的な投資対象ファンドは、株式市場平均に比べ時価総額の小さな企業の株式および株

式関連商品にも投資を行います。これらの企業への投資は、株式市場全体の平均に比べて結果としてより大

きな値上がりもしくは値下がりとなる可能性があります。これは、比較的小規模の企業は大規模の企業に比

べ収益の変動が大きくなる傾向があることに加え、株式市場における需給関係の変動の影響を受けやすい

ためです。
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ｃ．デリバティブ取引のリスク

当ファンドの実質的な投資対象ファンドは、株式関連の派生商品（先物・スワップなど）に投資を行い

ます。先物・スワップなどのデリバティブ取引は、現物資産への投資に代わって投資目的を効率的に達成す

るために用いられ、あるいは価格変動による影響を回避するために用いられますが、その目的が達成される

保証はなく、損失が発生する可能性があります。デリバティブ取引はコストとリスクが伴い、当ファンドの

運用成果に影響を与えます。

（レバレッジ・リスク）

デリバティブ取引では、一般的に比較的小額の証拠金・担保金等を取引相手に差入れることで、より大き

な金額の取引を行います。当ファンドの実質的な投資対象ファンドでは、ファンドの純資産規模を上回る金

額のデリバティブ取引を行います。その結果として、いわゆる「てこ（レバレッジ）の原理」により市場価

格の変動が増幅され、大きな影響を被る可能性があります。

（デリバティブ取引の取引先に関するリスク）

デリバティブ取引の相手方が倒産等の事態に陥った場合は、取引契約が不履行となり、取引の清算の遅延

等により、大きい損失を被る可能性があります。このような事態が生じた場合には当ファンドの運用成果に

影響を与えます。

 

ｄ．為替変動リスク

当ファンドは、円ベースでの収益の確保を目指し、原則として為替ヘッジを行いますが、投資対象資産お

よび投資対象資産から生じる収益の全てを完全にヘッジすることはできません。また、ヘッジ対象通貨と円

との金利差相当分のヘッジ・コストがかかります。

なお、当ファンドの実質的な投資対象ファンドは米ドル建てですが、新興国ロングショート戦略について

は現地通貨建てで投資を行う場合が、その場合原則として為替ヘッジを行いません。したがって、米ドルに

対する現地通貨の為替レートの変動が、間接的に当ファンドの運用成果に影響を与えます。

 

ｅ．債券投資のリスク

当ファンドの実質的な投資対象ファンドは、債券へも投資を行います。債券の価格は、政治、経済、社会情

勢等の影響により金利が上昇すれば下落し、金利が低下すれば上昇します。したがって、金利の変動が当

ファンドの運用成果に影響を与えます。また、投資した債券の発行体の財務状況により、債務不履行が生じ

ることがあります。債務不履行が生じた場合には、債券価格が下落する等、当ファンドの運用成果に影響を

与えます。

 

②　ファンド運営上のリスク

ａ．購入および換金の受付の中止・取消

金融商品取引所等における取引の停止、外国為替取引の停止、決済機能の停止その他やむを得ない事情が

あるときは、受益権の購入および換金の受付を中止する場合があります。また、この場合、既に受付けた受益

権の購入および換金の受付についても取り消す場合があります。
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ｂ．ファンドの繰上償還

当ファンドは換金により受益権の口数が20億口を下回ることとなった場合、または投資者のため有利と

認められる場合、その他やむを得ない事情が発生したとき等は、ファンドを償還させる場合があります。

 

ｃ．法令・税制・会計等の変更

法令・税制・会計方法等は今後変更される可能性があります。

 

(2) リスクの管理体制

委託会社ではリスク管理を重視しており、独自開発のシステムを用いてリスク管理を行っております。具体的

には、運用担当部門とは異なる部門においてファンドの投資リスクの計測・分析、投資制限のモニタリングなど

を行うことにより、ファンドの投資リスクが運用方針に合致していることを確認し、その結果を運用担当部門に

フィードバックするほか、社内の関係者で共有しております。また、委託会社の業務に関するリスクについて社

内規程を定めて管理を行っております。

その他、デリバティブ取引のリスク管理として、実質的な投資対象ファンドの投資顧問会社ではリスク管理部

門内に取引先リスクの管理専任部署を設置、取引先の承認、財務状況のモニタリング、並びに取引先毎の取引額

のモニタリングを行っています。

 

※　リスクの管理体制は、変更となる場合があります。
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４【手数料等及び税金】

(1)【申込手数料】

①　購入時の申込手数料（以下、「購入時手数料」といいます。）は、購入受付日の翌営業日の基準価額（当初申

込期間は１口当り１円）の4.20％(税抜4.00％)を上限として、販売会社が独自に定めることができます。

詳細は、販売会社にお問い合わせください。

販売会社につきましては、下記にお問い合わせください。

ブラックロック・ジャパン株式会社

電話番号：　03-6703-4300（受付時間　営業日の9：00～17：00）

ホームページアドレス：　http://www.blackrock.co.jp

 

なお、購入時手数料には消費税等相当額が含まれています。(以下同じ。)

 

②　分配金の受取方法により、「一般コース」、「累積投資コース」の２つのコースがあります。「累積投資コー

ス」を選択した投資者が、分配金を再投資する場合は、無手数料とします。

 

(2)【換金（解約）手数料】

①　換金手数料

ありません。

 

②　信託財産留保額

ありません。

 

(3)【信託報酬等】

①　信託報酬の総額

ファンドの実質的な信託報酬（ａ＋ｂ）は、信託財産の純資産総額に対して年2.4994％（税抜2.428％）程

度となります。

 

ａ．ファンドの信託報酬

計算期間を通じて毎日、信託財産の純資産総額に年1.4994％(税抜1.428％)の率を乗じて得た金額とし、

委託会社、販売会社、受託会社の間の配分は次の通りとします。

 

 委託会社 販売会社 受託会社 合計

信託財産の純資産総額に
対して

年0.63％
(税抜0.60％)

年0.84％
(税抜0.80％)

年0.0294％
(税抜0.028％)

年1.4994％
(税抜1.428％)
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ｂ．マザーファンドが投資対象とする投資対象ファンドの運用管理費用

 

投資対象ファンドの名称 運用管理費用

ブラックロック・エマージング・マーケッツ・
ロング・ショート・エクイティ・ファンド

投資対象ファンドの純資産総額に対して年1.00％
（投資対象ファンドから支払われます。）

ＢＧＦ　ＵＳダラー・ショート・
デュレーション・ボンド・ファンド

委託会社の信託報酬から支払われます。

 

②　信託報酬の支払時期と支払方法等

信託報酬は、毎計算期末または信託終了のとき信託財産中から支弁するものとします。

委託会社および販売会社に対する信託報酬は、ファンドから委託会社に対して支弁されます。信託報酬の販

売会社への配分は、ファンドから委託会社に支弁された後、委託会社より販売会社に対して支払われます。受

託会社の報酬は、ファンドから受託会社に対して支弁されます。

 

(4)【その他の手数料等】

①　信託財産において換金代金等の支払資金に不足が生じるときに資金借入れの指図を行った場合、当該借入金

の利息は信託財産中より支弁します。

 

②　信託財産に関する租税、信託事務の処理に要する諸費用および受託会社の立替えた立替金の利息(以下「諸

経費」といいます。)は、投資者の負担とし、信託財産中から支弁します。

 

③　下記の諸費用(以下「諸費用」といいます)は、投資者の負担とし、信託財産中から支弁することができます。

１．受益権の管理事務に関連する費用

２．有価証券届出書、有価証券報告書等法定提出書類の作成、印刷および提出に係る費用

３．目論見書の作成、印刷および交付に係る費用

４．信託約款の作成、印刷および届出に係る費用

５．運用報告書の作成、印刷、交付および提出に係る費用

６．公告に係る費用

７．他の信託との併合および信託約款の変更またはファンドの償還に係る事項を記載した書面の作成、印

刷および交付に係る費用

８．この信託の監査人、法律顧問および税務顧問に対する報酬および費用

　　委託会社は、年0.105％(税抜0.10％)を上限とする、上記の諸費用の金額をあらかじめ合理的に見積もった

上で算出する率を毎日純資産総額に対して乗じて得た額、または上記の諸費用の金額をあらかじめ合理的

に見積もった上で算出する額を、上記の諸費用の支払の合計額とみなして、ファンドから受領することがで

きます。諸費用および諸費用に係る消費税等相当額は毎計算期末、または信託終了のとき信託財産中から支

払われるものとします。

 

④　外貨建資産の保管等に要する費用は、信託財産中より支弁します。
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⑤　投資対象ファンドに係る保管報酬および事務処理に要する諸費用が別途投資対象ファンドから支払われま

す。

 

(5)【課税上の取扱い】

日本の居住者(法人を含む。)である投資者に対する課税については、以下のような取扱いとなります。

①　個別元本方式について

ａ．追加型株式投資信託について、投資者毎の信託時の受益権の価額等(購入時手数料は含まれません。)が当

該投資者の元本(「個別元本」といいます。)にあたります。

 

ｂ．投資者が同一ファンドの受益権を複数回購入した場合、個別元本は、当該投資者が追加信託を行うつど当

該投資者の受益権口数で加重平均することにより算出されます。

 

ｃ．同一ファンドを複数の販売会社で購入する場合については各販売会社毎に、個別元本の算出が行われま

す。また、同一販売会社であっても複数支店等で同一ファンドを購入する場合は当該支店等毎に個別元本の

算出が行われる場合があります。

 

ｄ．投資者が特別分配金を受け取った場合、収益分配金発生時にその個別元本から当該特別分配金を控除し

た額が、その後の当該投資者の個別元本となります。(「特別分配金」については、下記「③収益分配金の課

税について」を参照。)

 

②　換金時および償還時の課税について

ａ．個人の投資者の場合

換金時および償還時の差益（譲渡益）が課税対象となります。

 

ｂ．法人の投資者の場合

換金時および償還時の個別元本超過額が課税対象となります。

 

③　収益分配金の課税について

追加型株式投資信託の収益分配金には、課税扱いとなる「普通分配金」と、非課税扱いとなる「特別分配

金」(投資者毎の元本の一部払戻しに相当する部分)の区分があります。

投資者が収益分配金を受け取る際、ａ．当該収益分配金落ち後の基準価額が当該投資者の個別元本と同額

の場合または当該投資者の個別元本を上回っている場合には、当該収益分配金の全額が普通分配金となり、

ｂ．当該収益分配金落ち後の基準価額が当該投資者の個別元本を下回っている場合には、その下回る部分の

額が特別分配金となり、当該収益分配金から当該特別分配金を控除した額が普通分配金となります。

なお、投資者が特別分配金を受け取った場合、収益分配金発生時にその個別元本から当該特別分配金を控除

した額が、その後の当該投資者の個別元本となります。
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④　個人、法人の課税の取扱いについて

ａ．個人の投資者に対する課税

(a) 収益分配金の課税について

支払いを受ける収益分配金のうち、課税扱いとなる普通分配金については、配当所得として、平成21年

１月１日から平成25年12月31日までの間については、10％(所得税７％、地方税３％)の軽減税率により、

また平成26年１月１日以降については20％(所得税15％、地方税５％)の税率による源泉徴収が行われま

す。原則として、申告は不要です。

また、確定申告を行うことにより総合課税（配当控除なし）と申告分離課税（平成25年12月31日まで

は10％（所得税７％および地方税３％）、平成26年１月１日以降は20％（所得税15％および地方税

５％））のいずれかを選択することができます。

 

(b) 換金時および償還時の差益の課税について

換金時および償還時の差益（換金価額および償還価額から購入費用（購入時手数料および当該購入時

手数料にかかる消費税等相当額を含みます。）を控除した利益）は、譲渡益として課税対象（譲渡所得

等）となり、申告分離課税が適用されます。

その税率は平成21年１月１日から平成25年12月31日までの間については、10％（所得税７％および地

方税３％）の軽減税率により、また平成26年１月１日以降については、20％（所得税15％および地方税

５％）の税率が適用されます。

原則として確定申告が必要ですが、特定口座（源泉徴収口座）の利用が可能な場合があります。

 

換金時および償還時に損失（譲渡損）が生じた場合には、確定申告することで、他の株式等の譲渡益お

よび上場株式等の配当所得の金額（申告分離課税を選択したものに限ります。）との損益通算ならびに

３年間の繰越控除の対象とすることができます。

また、換金時および償還時の差益（譲渡益）については、他の株式等の譲渡損と損益を相殺することが

できます。

 

ｂ．法人の投資者に対する課税

法人の投資者が支払いを受ける収益分配金のうち課税扱いとなる普通分配金ならびに換金時および償還

時の個別元本超過額については、７％(所得税７％、地方税の源泉徴収はありません。)の税率による源泉徴

収が行われます。なお、当ファンドについては、法人税の課税対象となりますが、益金不算入制度の適用はあ

りません。

※　平成26年１月１日以降は、上記の７％の税率は、15％(所得税15％、地方税の源泉徴収はありません。)になります。

 

※　なお、税法が改正された場合には、上記の内容が変更になることがあります。

※　課税上の取扱いの詳細につきましては、税務専門家に確認されることをお勧めいたします。
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５【運用状況】

ファンドの運用は平成23年10月28日より開始する予定であり、有価証券届出書提出日現在、該当事項はありませ

ん。

 

 

（参考情報）

運用実績

ファンドの運用は平成23年10月28日より開始する予定であり、有価証券届出書提出日現在、該当事項はありませ

ん。

 

※ファンドの運用状況は別途、委託会社のホームページにて開示される予定です。
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第２ 【管理及び運営】

１【申込（販売）手続等】

(1) 申込方法

受益権の投資者は、販売会社と有価証券の取引に関する契約を締結します。このため、販売会社は有価証券の

取引にかかわる約款を投資者に交付し、投資者は当該約款に基づく取引口座の設定を申込む旨の申込書を提出

します。

分配金の受取方法により、収益の分配時に分配金を受け取る「一般コース」と分配金が税引き後無手数料で

再投資される「累積投資コース」の２つの申込方法があります。

「累積投資コース」を選択する投資者は、当該販売会社との間で「累積投資約款」にしたがって契約を締結

します。

取扱いを行うコースは各販売会社により異なりますので、詳細は販売会社までお問い合わせください。

投資者は販売会社に、購入と同時にまたは予め当該投資者が受益権の振替を行うための振替機関等の口座を

申し出るものとし、当該口座に当該投資者に係る口数の増加の記載または記録が行われます。なお、販売会社は、

当該購入の代金の支払いと引き換えに、当該口座に当該投資者に係る口数の増加の記載または記録を行うこと

ができます。委託会社は、追加信託により分割された受益権について、振替機関等の振替口座簿への新たな記載

または記録をするため社振法に定める事項の振替機関への通知を行うものとします。振替機関等は、委託会社か

ら振替機関への通知があった場合、社振法の規定にしたがい、その備える振替口座簿への新たな記載または記録

を行います。受託会社は、信託契約締結日に生じた受益権については信託契約締結時に、追加信託により生じた

受益権については追加信託のつど、振替機関の定める方法により、振替機関へ当該受益権に係る信託を設定した

旨の通知を行います。

 

(2) 申込期間

当ファンドの購入は、申込期間における販売会社の各営業日に、販売会社の本・支店、営業所等でお受けして

います。なお、申込期間は、有価証券届出書を提出することによって更新されます。

 

(3) 受付時間

①　当初申込期間

当初申込期間の最終日（平成23年10月27日）の午後５時までに、販売会社所定の事務手続きが完了したも

のを申込受付分とします。

 

②　継続申込期間

購入の受付は、申込期間中の午後３時までに受付けたものを当日のお申込みとします。ただし、受付時間は

販売会社によって異なることがあります。詳細は販売会社にお問い合わせください。受付時間を過ぎての購入

は翌営業日の取扱いとします。

 

販売会社につきましては、下記にお問い合わせください。

ブラックロック・ジャパン株式会社

電話番号：　03-6703-4300（受付時間　営業日の9：00～17：00）

ホームページアドレス：　http://www.blackrock.co.jp
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(4) 購入不可日

ニューヨーク市の銀行の休業日およびその他マザーファンドの主要投資対象ファンドの受付不可日のいずれ

かに該当する場合は、販売会社の営業日であっても購入は受付けません。詳細は販売会社にお問い合わせくださ

い。

 

(5) 購入単位

分配金の受取方法により、収益の分配時に分配金を受け取る「一般コース」と、分配金が税引き後、無手数料

で再投資される「累積投資コース」の２つの購入方法があります。

取扱いを行うコースおよび購入単位は、各販売会社により異なりますので、詳細は、販売会社にお問い合わせ

ください。

 

(6) 購入価額

①　当初申込期間：１口当り１円

②　継続申込期間：購入受付日の翌営業日の基準価額とします。

また、購入価額には、購入時手数料は含まれておりません。

 

(7) 購入時手数料

ａ．購入受付日の翌営業日の基準価額（当初申込期間は１口当り１円）の4.20％(税抜4.00％)を上限として、

販売会社が独自に定めることができます。

　　詳細は、販売会社にお問い合わせください。

　　なお、購入時手数料には消費税等相当額が含まれています。

 

ｂ．「累積投資コース」を選択した投資者が、分配金を再投資する場合は、無手数料となります。

 

(8) 購入代金のお支払い

ファンドの受益権の投資者は、購入の販売会社が定める日までに当ファンドの購入代金を販売会社に支払う

ものとします。

 

(9) 購入の受付の中止、既に受付けた購入の受付の取消

金融商品取引所等における取引の停止、外国為替取引の停止、決済機能の停止その他やむを得ない事情がある

ときは、委託会社の判断により、受益権の購入の受付を中止することおよび既に受付けた購入の受付を取り消す

ことがあります。
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２【換金（解約）手続等】

(1) 換金の申込と受付

投資者は、自己に帰属する受益権について、委託会社に換金を申込することができます。投資者が換金の申込

をするときは、販売会社に対し、振替受益権をもって行うものとします。換金の申込の受付は、午後３時までと

なっております。ただし、受付時間は販売会社によって異なることがあります。詳細は販売会社にお問い合わせ

ください。受付時間を過ぎての換金の申込は翌営業日のお取扱いとします。

 

(2) 換金単位

換金単位は各販売会社により異なりますので、詳細は販売会社にお問い合わせください。

 

(3) 換金不可日

ニューヨーク市の銀行の休業日およびその他マザーファンドの主要投資対象ファンドの受付不可日のいずれ

かに該当する場合は、販売会社の営業日であっても換金の申込は受付けません。詳細は販売会社にお問い合わせ

ください。

 

(4) 換金価額

換金価額は、換金受付日の翌営業日の基準価額とします。なお手取額は、換金受付日の翌営業日の基準価額か

ら所得税および地方税を差し引いた金額となります。

当ファンドの換金価額等につきましては販売会社または下記に問い合わせることにより知ることができま

す。

ブラックロック・ジャパン株式会社

電話番号：　03-6703-4300（受付時間　営業日の9：00～17：00）

 

(5) 換金受付の制限

信託財産の資金管理を円滑に行うため、大口の換金の申込には制限があります。詳細は販売会社にお問い合わ

せください。

 

(6) 換金代金の支払い

換金代金は原則として換金受付日から起算して９営業日目から販売会社においてお支払いします。

 

(7) 換金の申込の受付中止および取消

委託会社は、金融商品取引所等における取引の停止、外国為替取引の停止、決済機能の停止その他やむを得な

い事情があるときは、換金の申込の受付を中止することおよび既に受付けた換金の申込の受付を取り消すこと

ができます。換金の申込の受付が中止された場合には、投資者は当該受付中止以前に行った当日の換金の申込を

撤回できます。ただし、投資者がその換金の申込を撤回しない場合には、当該受付中止を解除した後の最初の基

準価額の計算日に換金の申込を受付けたものとします。
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３【資産管理等の概要】

(1)【資産の評価】

基準価額とは、信託財産に属する資産(受入担保金代用有価証券および借入有価証券を除きます。)を法令およ

び社団法人投資信託協会規則に従って時価評価して得た信託財産の資産総額から負債総額を控除した金額

(「純資産総額」といいます。)を、計算日における受益権総口数で除した金額をいいます。なお、外貨建資産(外

国通貨表示の有価証券(「外貨建有価証券」といいます。)、預金その他の資産をいいます。以下同じ。)の円換算

については、原則として、わが国における計算日の対顧客電信売買相場の仲値によって計算します。また、予約為

替の評価は、原則として、わが国における計算日の対顧客先物売買相場の仲値によるものとします。

基準価額(１万口当り)は委託会社の営業日に毎日算出されます。投資者は、販売会社または下記に問い合わせ

ることにより知ることができます。

また、日々の基準価額(１万口当り)は翌日の日本経済新聞に掲載されております。ファンド名は「日興エマロ

ン」と省略されて記載されております。

当ファンドの主たる投資対象の評価方法は以下の通りです。

マザーファンドの受益証券：原則として計算日の基準価額で評価するものとします。

(参考)マザーファンドの主たる投資対象の評価方法

投資信託証券：金融商品取引所(海外取引所を含む)に上場されているものは、当該取引所における計算日の

最終相場(海外取引所に上場されているものについては、計算日に知りうる直近の最終相場)

で評価します。金融商品取引所に上場されていないものは、第一種金融商品取引業者、銀行等

の提示する価格(原則として、計算日に知りうる直近の日の純資産価格)で評価します。

 

ブラックロック・ジャパン株式会社

電話番号：　03-6703-4300（受付時間　営業日の9：00～17：00）

ホームページアドレス：　http://www.blackrock.co.jp

 

(2)【保管】

該当事項はありません。

 

(3)【信託期間】

この信託の期間は、平成23年10月28日から平成33年10月27日までとします。ただし、委託会社は、信託期間満了

前に信託期間の延長が投資者に有利であると認めたときは、受託会社と協議のうえ、信託期間を延長することが

できます。
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(4)【計算期間】

毎年６月21日から12月20日まで、および12月21日から翌年の６月20日までとすることを原則とします。ただ

し、第１計算期間は、平成23年10月28日から平成23年12月20日までとします。計算期間終了日に該当する日が休

業日のときは該当日の翌営業日を計算期間の終了日とし、その翌日より次の計算期間が開始されるものとしま

す。ただし、最終計算期間の終了日は、信託期間の終了日とします。

 

(5)【その他】

①　ファンドの償還条件等

ａ．委託会社は、信託期間中において、このファンドを償還することが投資者のため有利であると認めると

き、またはやむを得ない事情が発生したときは、受託会社と合意のうえ、このファンドを償還させることが

できます。この場合において、委託会社は、あらかじめ、償還しようとする旨を監督官庁に届け出ます。

 

ｂ．委託会社は換金により、受益権の口数が20億口を下回ることとなった場合には、受託会社と合意のうえ、

このファンドを償還させることができます。この場合において、委託会社は、あらかじめ、償還しようとする

旨を監督官庁に届け出ます。

 

ｃ．ａ．およびｂ．の場合において、委託会社は、書面による決議（以下「書面決議」といいます。）を行い

ます。この場合において、あらかじめ、書面決議の日ならびにファンドの償還の理由などの事項を定め、当該

決議の日の２週間前までに、この信託契約に係る知れている投資者に対し、書面をもってこれらの事項を記

載した書面決議の通知を発します。

 

ｄ．ｃ．の書面決議において、投資者（委託会社およびこの信託の信託財産にこの信託の受益権が属すると

きの当該受益権に係る投資者としての受託会社を除きます。以下ｄ．において同じ。）は受益権の口数に応

じて、議決権を有し、これを行使することができます。なお、知れている投資者が議決権を行使しないとき

は、当該知れている投資者は書面決議について賛成するものとみなします。

 

ｅ．ｃ．の書面決議は議決権を行使することができる投資者の半数以上であって、当該投資者の議決権の３

分の２以上に当たる多数をもって行います。

 

ｆ．ｃ．～ｅ．までの規定は、委託会社がファンドの償還について提案をした場合において、当該提案につ

き、この信託契約に係るすべての投資者が書面又は電磁的記録により同意の意思表示をしたときには適用

しません。

 

ｇ．委託会社は、監督官庁よりこのファンドの償還の命令を受けたときはその命令に従い、ファンドを償還さ

せます。
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ｈ．委託会社が監督官庁より登録の取消を受けたとき、解散したときまたは業務を廃止したときは、委託会社

はこのファンドを償還させます。

 

ｉ．ｈ．にかかわらず、監督官庁がこの信託契約に関する委託会社の業務を他の投資信託委託会社に引き継

ぐことを命じたときは、この信託は、「②信託約款の変更ｂ．」に規定する書面決議が否決された場合を除

き、当該投資信託委託会社と受託会社との間において存続します。

 

ｊ．受託会社は、委託会社の承諾を受けてその任務を辞任することができます。受託会社がその任務に背いた

場合、その他重要な事由が生じたときは、委託会社または投資者は、裁判所に受託会社の解任を請求するこ

とができます。受託会社が辞任した場合、または裁判所が受託会社を解任した場合、委託会社は、信託約款の

変更の規定にしたがい、新受託会社を選任します。委託会社が新受託会社を選任できないときは、委託会社

はこのファンドを償還させます。

 

②　信託約款の変更

ａ．委託会社は、投資者の利益のため必要と認めるとき、またはやむを得ない事情が発生したときは、受託会

社と合意のうえ、この信託約款を変更することまたはこの信託と他の信託との併合（投資信託及び投資法

人に関する法律第16条第２号に規定する「委託者指図型投資信託の併合」をいいます。以下同じ。）を行う

ことができるものとし、あらかじめ、変更または併合しようとする旨およびその内容を監督官庁に届け出ま

す。なお、この信託約款は以下に定める以外の方法によって変更することができないものとします。

 

ｂ．委託会社は、ａ．の事項（ａ．の変更事項にあっては、その内容が重大なものに該当する場合に限りま

す。以下、併合と合わせて「重大な約款の変更等」といいます。）について、書面決議を行います。この場合

において、あらかじめ、書面決議の日ならびに重大な約款の変更等の内容およびその理由などの事項を定

め、当該決議の日の２週間前までに、この信託約款に係る知れている投資者に対し、書面をもってこれらの

事項を記載した書面決議の通知を発します。

 

ｃ．ｂ．の書面決議において、投資者（委託会社およびこの信託の信託財産にこの信託の受益権が属すると

きの当該受益権に係る投資者としての受託会社を除きます。以下ｃ．において同じ。）は受益権の口数に応

じて、議決権を有し、これを行使することができます。なお、知れている投資者が議決権を行使しないとき

は、当該知れている投資者は書面決議について賛成するものとみなします。

 

ｄ．ｂ．の書面決議は議決権を行使することができる投資者の半数以上であって、当該投資者の議決権の３

分の２以上に当たる多数をもって行います。

 

ｅ．書面決議の効力は、この信託のすべての投資者に対してその効力を生じます。
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ｆ．ｂ．～ｅ．までの規定は、委託会社が重大な約款の変更等について提案をした場合において、当該提案に

つき、この信託約款に係るすべての投資者が書面又は電磁的記録により同意の意思表示をしたときには適

用しません。

 

ｇ．ａ．～ｆ．までの規定にかかわらず、この投資信託において併合の書面決議が可決された場合にあって

も、当該併合にかかる一又は複数の他の投資信託において当該併合の書面決議が否決された場合は、当該他

の投資信託との併合を行うことはできません。

 

ｈ．委託会社は、監督官庁の命令に基づいてこの信託約款を変更しようとするときはａ．～ｆ．の規定にし

たがいます。

 

③　信託事務の委託

受託会社は、当ファンドにかかる信託事務の処理の一部について日本マスタートラスト信託銀行株式会社

と再信託契約を締結し、これを委託することがあります。その場合には、再信託にかかる契約書類に基づいて

所定の事務を行います。

 

④　運用報告書の作成

毎期決算後、委託会社が期間中の運用経過のほか信託財産の内容、有価証券売買状況などを記載した「運用

報告書」を作成し、購入いただいた販売会社からあらかじめお申し出いただいたご住所にお届けいたします。

 

⑤　関係法人との契約の更改等に関する手続き

「受益権の募集・販売の取扱い等に関する契約」の期間は１年とし、委託会社、販売会社いずれからも別段

の意思表示のないときは、自動的に１年間延長されるものとし、自動延長後の取扱いについてもこれと同様で

す。

 

⑥　公告

委託会社が投資者に対してする公告は、電子公告により行い、次のアドレスに掲載します。

http://www.blackrock.co.jp

但し、当該公告方法に支障がある場合には、日本経済新聞による公告を行います。
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４【受益者の権利等】

ファンドの受益者（投資者）の有する主な権利は次の通りです。

(1) 収益分配金受領権

投資者は、委託会社の決定した収益分配金を、持ち分に応じて委託会社から受領する権利を有します。

＜一般コース＞

毎計算期間終了日後１ヵ月以内の委託会社の指定する日(原則として５営業日以内)に、毎計算期間の末日

において振替機関等の振替口座簿に記載または記録されている投資者(当該収益分配金にかかる計算期間の

末日以前において換金が行われた受益権にかかる投資者を除きます。また、当該収益分配金にかかる計算期間

の末日以前に設定された受益権で購入代金支払前のため販売会社の名義で記載または記録されている受益権

については原則として投資者とします。)にお支払いを開始します。

投資者が、収益分配金について支払開始日から５年間支払い請求を行わない場合はその権利を失い、委託会

社が受託会社から交付を受けた金銭は委託会社に帰属します。

 

＜累積投資コース＞

受託会社が委託会社の指定する預金口座等に払い込むことにより、原則として、毎計算期間終了日の翌日

に、収益分配金が販売会社に交付されます。

販売会社は、累積投資契約に基づき、投資者に対し遅滞なく収益分配金の再投資にかかる受益権の売付けを

行います。当該売付けにより増加した受益権は、振替口座簿に記載または記録されます。

 

(2) 償還金受領権

投資者は、委託会社の決定した償還金を、持ち分に応じて委託会社から受領する権利を有します。

償還金は、信託終了日後１ヵ月以内の委託会社の指定する日(原則として償還日から起算して５営業日以内)

に償還日において振替機関等の振替口座簿に記載または記録されている投資者(償還日以前において換金が行

われた受益権にかかる投資者を除きます。また、当該償還日以前に設定された受益権で購入代金支払前のため販

売会社の名義で記載または記録されている受益権については原則として投資者とします。)にお支払いを開始し

ます。なお、当該投資者は、その口座が開設されている振替機関等に対して委託会社がこの信託の償還をするの

と引き換えに、当該償還に係る受益権の口数と同口数の抹消の申請を行うものとし、社振法の規定にしたがい当

該振替機関等の口座において当該口数の減少の記載または記録が行われます。

償還金の支払いは、販売会社において行います。

投資者が、償還金について支払開始日から10年間支払いの請求を行わない場合はその権利を失い、委託会社が

受託会社から交付を受けた金銭は委託会社に帰属するものとします。
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(3) 受益権の換金請求権

投資者は、自己に帰属する受益権について、委託会社に換金を請求する権利を有します。

換金代金は、換金受付日から起算して、原則として９営業日目から投資者に支払います。

換金の請求を行う投資者は、その口座が開設されている振替機関等に対して当該投資者の請求に係るこの換

金を委託会社が行うのと引き換えに、当該換金に係る受益権の口数と同口数の抹消の申請を行うものとし、社振

法の規定にしたがい当該振替機関等の口座において当該口数の減少の記載または記録が行われます。

 

(4) 反対者の買取請求権

ファンドの償還または重大な約款の変更等を行う場合に、書面決議において当該換金または重大な約款の変

更等に反対した投資者は、受託会社に対し、自己に帰属する受益権を、信託財産をもって買取るべき旨を請求す

ることができます。

 

(5) 帳簿書類の閲覧または謄写の請求権

投資者は、委託会社に対し、その営業時間内に当ファンドの信託財産に関する帳簿書類の閲覧または謄写を請

求することができます。
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第３【ファンドの経理状況】

１【財務諸表】

当ファンドの会計監査は、あらた監査法人が行います。監査証明を受けたファンドの財務諸表は有価証券報告書

に記載されますが、当ファンドの有価証券報告書の提出は法令の定めるところにより計算期毎になされます。

委託会社はファンドの信託財産に係る財務諸表を「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和

38年大蔵省令第59号)及び同規則第２条の２の規定により、「投資信託財産の計算に関する規則」(平成12年総理

府令第133号)に基づいて作成します。

ファンドの運用は平成23年10月28日より開始する予定であり、有価証券届出書提出日現在、該当事項はありませ

ん。

 

 

２【ファンドの現況】

ファンドの運用は平成23年10月28日より開始する予定であり、有価証券届出書提出日現在、該当事項はありませ

ん。
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第４ 【内国投資信託受益証券事務の概要】

１　受益証券の名義書換え等

該当事項はありません。

 

２　受益者名簿の閉鎖の時期

受益者名簿は作成していません。

 

３　投資者に対する特典

該当事項はありません。

 

４　内国投資信託受益証券の譲渡制限の内容 

ファンド受益証券の譲渡制限は設けておりません。

 

５　受益証券の再発行

投資者は、委託会社がやむを得ない事情等により受益証券を発行する場合を除き、無記名式受益証券から記名式

受益証券への変更の請求、記名式受益証券から無記名式受益証券への変更の請求、受益証券の再発行の請求を行わ

ないものとします。

 

６　受益権の譲渡

①　投資者は、その保有する受益権を譲渡する場合には、当該投資者の譲渡の対象とする受益権が記載または記録

されている振替口座簿に係る振替機関等に振替の申請をするものとします。

②　①の申請のある場合には、①の振替機関等は、当該譲渡に係る譲渡人の保有する受益権の口数の減少および譲

受人の保有する受益権の口数の増加につき、その備える振替口座簿に記載または記録するものとします。ただ

し、①の振替機関等が振替先口座を開設したものでない場合には、譲受人の振替先口座を開設した他の振替機関

等(当該他の振替機関等の上位機関を含みます。)に社振法の規定にしたがい、譲受人の振替先口座に受益権の口

数の増加の記載または記録が行われるよう通知するものとします。

③　①の振替について、委託会社は、当該投資者の譲渡の対象とする受益権が記載または記録されている振替口座

簿に係る振替機関等と譲受人の振替先口座を開設した振替機関等が異なる場合等において、委託会社が必要と

認めたときまたはやむをえない事情があると判断したときは、振替停止日や振替停止期間を設けることができ

ます。

 

７　受益権の譲渡の対抗要件

受益権の譲渡は、振替口座簿への記載または記録によらなければ、委託会社および受託会社に対抗することがで

きません。
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８　受益権の再分割

委託会社は、受益権の再分割を行いません。ただし、受託会社と協議のうえ、社振法に定めるところにしたがい、

一定日現在の受益権を均等に再分割できるものとします。

 

９　償還金

償還金は、償還日において振替機関等の振替口座簿に記載または記録されている投資者(償還日以前において換

金が行われた受益権にかかる投資者を除きます。また、当該償還日以前に設定された受益権で購入代金支払前のた

め販売会社の名義で記載または記録されている受益権については原則として投資者とします。)に支払います。な

お、当該投資者は、その口座が開設されている振替機関等に対して委託会社がこの信託の償還をするのと引き換え

に、当該償還に係る受益権の口数と同口数の抹消の申請を行うものとし、社振法の規定にしたがい当該振替機関等

の口座において当該口数の減少の記載または記録が行われます。また、受益証券を保有している投資者に対して

は、償還金は、信託終了日後１ヵ月以内の委託会社の指定する日から受益証券と引き換えに当該投資者に支払いま

す。

 

10　質権口記載または記録の受益権の取り扱いについて

振替機関等の振替口座簿の質権口に記載または記録されている受益権にかかる収益分配金の支払い、換金の申

込の受付け、換金代金および償還金の支払い等については、約款の規定によるほか、民法その他の法令等にした

がって取り扱われます。
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第三部 【委託会社等の情報】

第１ 【委託会社等の概況】

 

１【委託会社等の概況】

(1)資本金の額等

①資本金　　　　　　　　2,435,000千円

 

②発行する株式の総数　　36,000株

 

③発行済株式の総数　　　10,158株

 

④直近５ヵ年における主な資本金の額の増減

平成20年７月１日付で、資本金を金475,000千円から485,000千円に増額しました。

平成23年３月１日付で、資本金を金485,000千円から2,435,000千円に増額しました。

 

(2) 委託会社の機構

①経営の意思決定機構

＜株主総会＞

株主により構成される会社における最高の意思決定機関として、取締役の選任、利益処分の承認、定款の変更

等、会社法及び定款の定めにしたがって重要事項の決定を行います。

 

＜取締役会＞

取締役により構成され、当社の業務執行を決定し、その執行について監督します。

 

＜マネジメント委員会他各委員会＞

当社における適切な経営戦略の構築、業務執行体制の構築及び業務運営の推進を目的として、マネジメント委

員会を設置します。また、その他各種委員会を設置し、業務の能率的運営及び責任体制の確立を図っています。

 

②運用の意思決定機構

投資委員会

・投資委員会にて運用にかかる投資方針、パフォーマンスおよびリスク管理に関する重要事項を審議します。

 

運用担当部署

・各運用担当部署では、投資委員会の決定に従い、ファンドの個別の運用計画を策定し、各部署の投資プロセ

スを通して運用を行います。
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ポートフォリオ・マネジャー

・ポートフォリオ・マネジャーは、策定された運用計画に基づき、個別銘柄を選択し売買に関する指図を行い

ます。

 

リスク管理

・委託会社ではリスク管理を重視しており、独自開発のシステムを用いてリスク管理を行なっております。具

体的には、運用担当部門とは異なる部門においてファンドの投資リスクの計測・分析、投資制限のモニタリ

ングなどを行うことにより、ファンドの投資リスクが運用方針に合致していることを確認し、その結果を運

用担当部門にフィードバックするほか、社内の関係者で共有しております。また、委託会社の業務に関する

リスクについて社内規程を定めて管理を行なっております。

 

 

 

２【事業の内容及び営業の概況】

 

投信法に定める投資信託委託会社である委託会社は、証券投資信託の設定を行うとともに金融商品取引法に定

める金融商品取引業者としてその運用（投資運用業）を行っています。また、金融商品取引法に定める投資助言業

務ならびに有価証券の売買の媒介および有価証券の募集に関する第一種金融商品取引業務等を行っています。

委託会社の運用する証券投資信託は平成23年７月末現在、以下の通りです。(親投資信託を除きます。)

 

種類 本数 純資産総額

公募投資信託 追加型株式投資信託 31本 164,765百万円

 単位型株式投資信託 0本 0円

私募投資信託  75本 1,270,032百万円

合計 106本 1,434,798百万円
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３【委託会社等の経理状況】

 

１．財務諸表の作成方法について

　委託会社であるブラックロック・ジャパン株式会社（以下「当社」という。）の財務諸表は、「財務諸表等

の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表等規則」という。）第2

条及び「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成19年8月6日内閣府令第52号。）に基づいて作成してお

ります。

　なお、第23期事業年度（自平成21年4月1日　至平成22年3月31日）は改正前の財務諸表等規則及び「金融商品

取引業務等に関する内閣府令」に基づき、第24期事業年度（自平成22年4月1日　至平成23年3月31日）は改正

後の財務諸表等規則及び「金融商品取引業等に関する内閣府令」に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第23期事業年度（自平成21年4月1日　至平成22年3

月31日）の財務諸表について、及び第24期事業年度（自平成22年4月1日　至平成23年3月31日）の財務諸表に

ついて有限責任監査法人トーマツによる監査を受けております。

 

３．財務諸表に記載している金額については、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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(1) 【貸借対照表】

(単位：百万円)

  
第23期

(平成22年3月31日現在)
第24期

(平成23年3月31日現在)

資産の部    

流動資産    

現金・預金 ※３ 4,043 7,036

支払委託償還金  2 -

前払金  - 4

立替金  - 12

前払費用  237 120

未収入金  169 95

未収委託者報酬  1,533 1,101

未収運用受託報酬  3,855 3,104

未収収益 ※２ 304 143

差入保証金  479 -

未収還付消費税等  156 -

未収還付法人税等  506 100

繰延税金資産  930 417

その他流動資産  25 5

流動資産計  12,245 12,142

固定資産    

有形固定資産    

建物附属設備 ※１ 2,099 2,011

器具備品 ※１ 871 768

有形固定資産計  2,970 2,779

無形固定資産    

ソフトウエア  31 23

のれん  3,688 2,951

クライアント・リレーションシップ資産  1,687 1,380

その他の無形固定資産  3 3

無形固定資産計  5,410 4,359

投資その他の資産    

関係会社株式 ※２ 300 300

長期差入保証金  1,005 978

繰延税金資産  1,037 1,312

投資その他の資産計  2,342 2,591

固定資産計  10,724 9,730

資産合計  22,970 21,872
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(単位：百万円)

  
第23期

(平成22年3月31日現在)
第24期

(平成23年3月31日現在)

負債の部    

流動負債    

預り金  186 115

未払収益分配金  0 1

未払償還金  77 77

未払手数料  459 393

その他未払金  159 2

未払費用  1,571 896

未払法人税等  - 21

賞与引当金  666 410

役員賞与引当金  - 24

早期退職慰労引当金  246 26

未払消費税等  - 43

流動負債計  3,367 2,012

固定負債    

長期借入金 ※２ 10,237 6,337

退職給付引当金  283 342

資産除去債務  - 237

固定負債計  10,520 6,917

負債合計  13,888 8,929

    

純資産の部    

株主資本    

資本金  485 2,435

資本剰余金    

資本準備金  366 2,316

その他資本剰余金  3,846 3,846

資本剰余金合計  4,212 6,162

利益剰余金    

利益準備金  336 336

その他利益剰余金    

繰越利益剰余金  4,047 4,008

利益剰余金合計  4,383 4,345

株主資本合計  9,081 12,942

純資産合計  9,081 12,942

負債・純資産合計  22,970 21,872
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(2) 【損益計算書】

(単位：百万円)

  
第23期

(自　平成21年4月1日
至　平成22年3月31日)

第24期
(自　平成22年4月1日
至　平成23年3月31日)

営業収益    

委託者報酬  4,285 5,677

運用受託報酬  8,178 9,800

その他営業収益  2,501 2,292

営業収益計  14,965 17,771

営業費用    

支払手数料  974 1,859

広告宣伝費  77 73

公告費  0 0

調査費    

調査費  353 422

委託調査費  1,011 2,895

調査費計  1,365 3,318

委託計算費  146 244

営業雑経費    

通信費  98 149

印刷費  63 122

諸会費  25 16

営業雑経費計  187 288

営業費用計  2,750 5,784

一般管理費    

給料    

役員報酬  1,024 262

給料・手当  3,319 3,712

賞与  2,943 1,786

給料計  7,286 5,761

退職給付費用  421 320

福利厚生費  610 695

事務委託費  1,395 945

交際費  10 25

寄付金  0 2

旅費交通費  116 249

租税公課  77 131

不動産賃借料  1,134 1,113

水道光熱費  129 147

固定資産減価償却費  794 509

のれん償却費  314 736

クライアント・リレーションシップ資産償却
費

 102 306

資産除去債務利息費用  - 3

諸経費  416 767

一般管理費計  12,809 11,716

営業利益又は営業損失（△）  △594 269
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 (単位：百万円)

  
第23期

(自　平成21年4月1日
至　平成22年3月31日)

第24期
(自　平成22年4月1日
至　平成23年3月31日)

営業外収益    

受取配当金 ※１ - 500

受取利息 ※１ 9 -

為替差益  38 -

還付加算金等  - 18

早期退職慰労引当金戻入益  - 46

その他営業外収益  0 5

営業外収益計  48 570

営業外費用    

支払利息 ※１ 138 333

有価証券売却損  0 0

為替差損  - 25

営業外費用計  138 359

経常利益又は経常損失（△）  △684 481

特別利益    

賞与引当金戻入益  154 -

特別利益計  154 -

特別損失    

固定資産除却損  4 126

原状回復費  243 -

特別退職金  518 118

長期借入金返済違約金  5 -

前期損益修正損  105 -

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額  - 35

特別損失計  877 279

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△）  △1,407 201

法人税、住民税及び事業税  16 2

法人税等調整額  △338 238

当期純損失（△）  △1,084 △38
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(3) 【株主資本等変動計算書】

(単位：百万円)

  
第23期

(自　平成21年4月1日
至　平成22年3月31日)

第24期
(自　平成22年4月1日
至　平成23年3月31日)

株主資本    

資本金    

前期末残高  485 485

当期変動額    

新株の発行  - 1,950

当期変動額合計  - 1,950

当期末残高  485 2,435

資本剰余金    

資本準備金    

前期末残高  366 366

当期変動額    

新株の発行  - 1,950

当期変動額合計  - 1,950

当期末残高  366 2,316

その他資本剰余金    

前期末残高  - 3,846

当期変動額    

企業結合による資本剰余金の増加  3,846 -

当期変動額合計  3,846 -

当期末残高  3,846 3,846

資本剰余金合計    

前期末残高  366 4,212

当期変動額    

新株の発行  - 1,950

企業結合による資本剰余金の増加  3,846 -

当期変動額合計  3,846 1,950

当期末残高  4,212 6,162

利益剰余金    

利益準備金    

前期末残高  336 336

当期末残高  336 336

その他利益剰余金    

繰越利益剰余金    

前期末残高  7,860 4,047

当期変動額    

剰余金の配当  △101 -

企業結合による利益剰余金の増加
又は減少（△）

 △2,627 -

当期純損失（△）  △1,084 △38

当期変動額合計  △3,813 △38

当期末残高  4,047 4,008

利益剰余金合計    

前期末残高  8,197 4,383

当期変動額    

剰余金の配当  △101 -

企業結合による利益剰余金の増加
又は減少（△）

 △2,627 -
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   (単位：百万円)

  
第23期

(自　平成21年4月1日
至　平成22年3月31日)

第24期
(自　平成22年4月1日
至　平成23年3月31日)

当期純損失（△）  △1,084 △38

当期変動額合計  △3,813 △38

当期末残高  4,383 4,345

株主資本合計    

前期末残高  9,048 9,081

当期変動額    

新株の発行  - 3,900

企業結合による資本剰余金の増加  3,846 -

剰余金の配当  △101 -

企業結合による利益剰余金の増加
又は減少（△）

 △2,627 -

当期純損失（△）  △1,084 △38

当期変動額合計  32 3,861

当期末残高  9,081 12,942

純資産合計    

前期末残高  9,048 9,081

当期変動額    

新株の発行  - 3,900

企業結合による資本剰余金の増加  3,846 -

剰余金の配当  △101 -

企業結合による利益剰余金の増加
又は減少（△）

 △2,627 -

当期純損失（△）  △1,084 △38

当期変動額合計  32 3,861

当期末残高  9,081 12,942
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(重要な会計方針)

 

期　別
 

項　目

第23期
自　平成21年4月1日
 至　平成22年3月31日

第24期
自　平成22年4月1日
 至　平成23年3月31日

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 子会社株式

移動平均法による原価法を採用し

ております。

 

(1) 子会社株式

同　　左

 

 (2) その他有価証券で時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価

法(評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定)を採用しております。

 

(2) その他有価証券で時価のあるもの

同　　左

 

２．固定資産の減価償却方法 (1) 有形固定資産

　定額法により償却しております。

 

(1) 有形固定資産

　定額法により償却しております。な

お、主な耐用年数は建物附属設備6～

38年、器具備品3～15年であります。

 (追加情報)

　平成22年5月に予定している事務所

の移転に伴い、除却を予定している有

形固定資産について、従来耐用年数を

5年～18年としておりましたが、除却

を決定した平成21年10月より、残存耐

用年数を平成21年10月から平成22年5

月までの8ヶ月に変更しております。

　これにより、当期の営業損失、経常損

失及び税引前当期純損失はそれぞれ

468百万円増加しております。

 

 

 (2) 無形固定資産

ソフトウエア、のれん及びクライア

ント・リレーションシップ資産につ

いては、定額法により償却しておりま

す。

 

(2) 無形固定資産

同　　左

 

３．引当金の計上基準 (1) 退職給付引当金の計上方法

①　適格退職年金制度

　従業員の退職給付に備えるため、

当期末における退職給付債務及び

年金資産に基づき計上しておりま

す。なお、会計制度委員会報告第13

号「退職給付会計に関する実務指

針(中間報告)」に規定されている

簡便法に基づき、当期末における責

任準備金等の額をもって退職給付

債務とする方法によっております。

(1) 退職給付引当金の計上方法

－
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期　別
 

項　目

第23期
自　平成21年4月1日
 至　平成22年3月31日

第24期
自　平成22年4月1日
 至　平成23年3月31日

 ②　旧退職金制度

　適格退職年金制度移行日現在在籍

していた従業員については、旧退職

制度に基づく給付額を保証してい

るため、期末現在の当該給付額と年

金制度に基づく給付額との差額を

引当て計上しております。

①　旧退職金制度

同　　左

 

 ③　確定拠出年金制度

　確定拠出年金制度（DC）による退

職年金制度を有しております。

②　確定拠出年金制度

同　　左

 

 ④　確定給付年金制度

　キャッシュ・バランス型の年金制

度（CB）の退職年金制度を有して

おります。CBには、一定の利回り保

証を付しており、これの将来の支払

に備えるため、確定給付型の会計基

準に準じた会計処理方法により引

当金を計上しております。

過去勤務債務は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（9年）による定額法によ

り費用処理しております。

数理計算上の差異は各事業年度

の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（9

年）による定額法により按分した

額をそれぞれ発生の翌事業年度か

ら費用処理または費用から控除す

ることとしております。

(追加情報)

当社は、平成21年12月2日におけ

る旧ブラックロック・ジャパン株

式会社との合併に伴い、旧ブラック

ロック・ジャパン株式会社におけ

る退職年金制度（③及び④）を承

継し、上記の会計処理を行っていま

す。

 

③　確定給付年金制度

同　　左

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(追加情報)

当社は、平成23年1月1日において

従来併存していた適格退職年金制

度をキャッシュ・バランス型の確

定給付年金制度に一元化しました。

この制度移行による過去勤務債務

は、その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（9年）

により費用処理しております。

 

 (2) 賞与引当金の計上方法

　従業員の賞与の支払に備えて、賞与

支給見込額の当事業年度負担額を計

上しております。

 

(2) 賞与引当金の計上方法

同　　左
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期　別
 

項　目

第23期
自　平成21年4月1日
 至　平成22年3月31日

第24期
自　平成22年4月1日
 至　平成23年3月31日

 (3) 役員賞与引当金の計上方法

－

 

(3) 役員賞与引当金の計上方法

　役員の賞与の支払に備えて、賞与支給

見込額の当事業年度負担額を計上して

おります。

 

４．外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算基準

－

　
　外貨建金銭債権債務は、期末の直物為

替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。

 

   

５．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同　　左

 

 

(会計方針の変更及び表示方法の変更)

 

期　別
 

項　目

第23期
自　平成21年4月1日
 至　平成22年3月31日

第24期
自　平成22年4月1日
 至　平成23年3月31日

１．資産除去債務に関する会

計基準

－ 　当会計期間から「資産除去債務に関す

る会計基準」（企業会計基準第18号　平

成20年3月31日）及び「資産除去債務に

関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第21号　平成20年3月31

日）を適用しております。

　これにより、営業利益及び経常利益は

それぞれ26百万円減少し、税引前当期純

利益は61百万円減少しております。ま

た、当会計基準等の適用開始による資産

除去債務の変動額は233百万円でありま

す。

   

２．表示方法の変更 （貸借対照表） －

 (1) 従来まで「未収収益」に含めていた

未収運用受託報酬について、その重要

性に鑑み、当事業年度から区分掲記し

ております。

 

 (2) 従来まで「未払費用」に含めていた

未収収益分配金、未払償還金、未払手

数料及びその他未払金について、その

重要性に鑑み、当事業年度から区分掲

記しております。
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期　別
 

項　目

第23期
自　平成21年4月1日
 至　平成22年3月31日

第24期
自　平成22年4月1日
 至　平成23年3月31日

 （損益計算書） －

 (1) 従来まで「営業費用」の内訳項目で

区分掲記していた科目について、損益

計算書の表示科目の明瞭性と重要性

を勘案して、一部変更及び集約して表

示しております。なお詳細は以下に記

載しております。

従来「支払手数料」に含めていた支

払運用再委託報酬を、当事業年度から

「委託調査費」として区分掲記して

おります。

従来区分掲記していた「情報機器関

連費」を、当事業年度から「調査費」

に含めて表示しております。

 

 (2) 従来まで「一般管理費」の内訳項目

で区分掲記していた科目について、損

益計算書の表示科目の明瞭性と重要

性を勘案して、一部変更及び集約して

表示しております。なお詳細は以下に

記載しております。

従来区分掲記していた「法定福利

費」を、当事業年度から「福利厚生

費」に含めて表示しております。

従来区分掲記していた「事務用品

費」「採用費」「賃借料」「消耗器

具備品費」「修繕維持費」「不動産

仲介手数料」及び「教育研修費」を、

当事業年度から「諸経費」に含めて

表示しております。
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注　記　事　項

(貸借対照表関係)

 

第23期
(平成22年3月31日現在)

第24期
(平成23年3月31日現在)

※１　有形固定資産の減価償却累計額

建物附属設備 539百万円

器具備品 328百万円

※１　有形固定資産の減価償却累計額

建物附属設備 281百万円

器具備品 393百万円

  

※２　関係会社に対する資産および負債は次の通りであ

ります。

関係会社株式 300百万円

未収収益 233百万円

※２　関係会社に対する資産は次の通りであります。

関係会社株式 300百万円

  

※３　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行１行と当座貸越契約及び貸出コミットメン

ト契約を締結しております。これら契約に基づく

当事業年度末の借入未実行残高は次の通りであ

ります。

当座貸越極度額及び貸出

　　コミットメントの総額
5,500百万円

借入実行残高 －

差引額 5,500百万円

※３　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行１行と当座貸越契約及び貸出コミットメン

ト契約を締結しております。これら契約に基づく

当事業年度末の借入未実行残高は次の通りであ

ります。

当座貸越極度額及び貸出

　　コミットメントの総額
5,500百万円

借入実行残高 －

差引額 5,500百万円

 

(損益計算書関係)

 

第23期
自　平成21年4月1日
 至　平成22年3月31日

第24期
自　平成22年4月1日
 至　平成23年3月31日

※１　関係会社に対する営業外収益及び営業外費用は次

の通りであります。

受取利息 7百万円

支払利息 23百万円

※１　関係会社に対する営業外収益は次の通りでありま

す。

受取配当金 500百万円
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(株主資本等変動計算書関係)

 

第23期
自　平成21年4月1日
 至　平成22年3月31日

第23期(自平成21年4月1日　至平成22年3月31日)

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

 前事業年度末株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数

発行済株式     

普通株式 9,238 ― ― 9,238

合計 9,238 ― ― 9,238

 

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項

　該当事項はありません。

 

３．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり配当額

（円）
基準日 効力発行日

平成21年11月10日

臨時株主総会
普通株式 101 11,000平成21年9月30日平成21年11月13日

 

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当事業年度後となるもの

　該当事項はありません。

 

第24期
自　平成22年4月1日
 至　平成23年3月31日

第24期(自平成22年4月1日　至平成23年3月31日)

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

 前事業年度末株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数

発行済株式     

普通株式 9,238 920 ― 10,158

合計 9,238 920 ― 10,158

（変動事由の概要）

100％親会社であるブラックロック・ジャパン・ホールディングス合同会社に対する現物出資による株主割当

による増加：920株

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項

　該当事項はありません。

 

３．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

　該当事項はありません。
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(リース取引関係)

 

第23期
自　平成21年4月1日
 至　平成22年3月31日

第24期
自　平成22年4月1日
 至　平成23年3月31日

該当なし 同　　左

 

(金融商品関係)

 
第23期

自　平成21年4月1日
 至　平成22年3月31日

第24期
自　平成22年4月1日
 至　平成23年3月31日

（追加情報）

当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」

（企業会計基準第10号　平成20年3月10日）及び

「金融商品の時価等に関する適用指針」（企業会

計基準適用指針第19号　平成20年3月10日）を適用

しております。

 

 

 

1.　金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社は、資金運用については短期的な預金等に

限定し、また、資金調達については関連当事者

からの長期借入に限定しています。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク

管理体制

営業債権である未収委託者報酬及び未収運用

受託報酬は、顧客の信用リスクに晒されていま

す。当該リスクに関しては、当社の経理規程に

従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行

い、個別に未収債権の回収可能性を管理する体

制をしいております。

投資有価証券である証券投資信託受益証券は、

市場価格の変動リスクに晒されていますが、主

に当社の投資信託業務を運営する上で必要と

される当社自身が設定・運用を行う証券投資

信託に係るものであり、定期的に把握された時

価が取締役会及び監査役会に報告されており

ます。

営業債務である未払手数料はその全てが1年以

内の支払期日となっております。

長期借入金は主に運転資金及び過去における

経営統合時に必要とされた資金調達です。変動

金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されて

いますが、借入先が全て関連当事者となってお

り、そのリスクは当ブラックロック・グループ

全体で管理されております。

営業債務や借入金は流動性リスクに晒されて

いますが、当社では月次に資金繰計画を作成す

るなどの方法により管理しております。

1.　金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

同　　左

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリス

ク管理体制

営業債権である未収委託者報酬及び未収運

用受託報酬は、顧客の信用リスクに晒されて

います。当該リスクに関しては、当社の経理

規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高

管理を行い、個別に未収債権の回収可能性を

管理する体制をしいております。

営業債務である未払手数料はその全てが1年

以内の支払期日となっております。

長期借入金は主に運転資金及び過去におけ

る経営統合時に必要とされた資金調達です。

変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒

されていますが、借入先が全て関連当事者と

なっており、そのリスクは当ブラックロック

・グループ全体で管理されております。

営業債務や借入金は流動性リスクに晒され

ていますが、当社では資金繰計画を作成する

などの方法により管理しております。
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第23期
自　平成21年4月1日
 至　平成22年3月31日

第24期
自　平成22年4月1日
 至　平成23年3月31日

2.　金融商品の時価等に関する事項

平成22年3月31日（当期の決算日）における貸借

対照表計上額、時価及びこれらの差額について

は、次の通りです。

 

（単位：百万円）

 貸借対

照表計

上額(*)

時価(*) 差額

①預金 4,043 4,043 －

②支払委託償還金 2 2 －

③未収入金 169 169 －

④未収委託者報酬 1,533 1,533 －

⑤未収運用受託報酬 3,855 3,855 －

⑥未収収益 304 304 －

⑦未収還付消費税等 156 156 －

⑧未収還付法人税等 506 506 －

⑨差入保証金 479 479 －

⑩長期差入保証金 1,005 899 (105)

⑪未払金 （697） （697） －

⑫未払費用 （1,571）（1,571） －

⑬長期借入金 （10,237）（11,434）(1,196)

(*)　負債に計上されているものについては ( )で示していま

す。

（注）

2.　金融商品の時価等に関する事項

平成23年3月31日（当期の決算日）における貸借

対照表計上額、時価及びこれらの差額について

は、次の通りです。

 

（単位：百万円）

 貸借対

照表計

上額(*)

時価(*) 差額

①現金・預金 7,036 7,036 －

②前払金 4 4 －

③立替金 12 12 －

④未収入金 95 95 －

⑤未収委託者報酬 1,101 1,101 －

⑥未収運用受託報酬 3,104 3,104 －

⑦未収収益 143 143 －

⑧未収還付法人税等 100 100 －

⑨長期差入保証金 978 902 (76)

⑩未払金 (474) (474) －

⑪未払費用 (896) (896) －

⑫未払法人税等 (21) (21) －

⑬未払消費税等 (43) (43) －

⑭長期借入金 （6,337）（6,892） (555)

 
(*)　負債に計上されているものについては ( )で示してい

ます。

（注）

1.　金融商品の時価の算定方法に関する事項

①預金、②支払委託償還金、③未収入金、④未収委

託者報酬、⑤未収運用受託報酬、⑥未収収益、⑦未

収還付消費税等、⑧未収還付法人税等及び⑨差入

保証金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿

価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっています。

⑩長期差入保証金

事務所敷金の時価については、事務所毎の敷金

を当該賃貸借契約期間を基にしたインターバン

ク市場で取引されている円金利スワップレート

で割り引いて算定する方法によっています。ま

た従業員社宅敷金の時価については、平均残存

勤務期間を基にしたインターバンク市場で取引

されている円金利スワップレートで割り引いて

算定する方法によっています。

⑪未払金及び⑫未払費用

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿

価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっています。

1.　金融商品の時価の算定方法に関する事項

①現金・預金、②前払金、③立替金、④未収入金、⑤

未収委託者報酬、⑥未収運用受託報酬、⑦未収収益

及び⑧未収還付法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿

価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっています。

⑨長期差入保証金

事務所敷金の時価については、事務所の敷金を

当該賃貸借契約期間を基にしたインターバンク

市場で取引されている円金利スワップレートで

割り引いて算定する方法によっています。また

従業員社宅敷金の時価については、平均残存勤

務期間を基にしたインターバンク市場で取引さ

れている円金利スワップレートで割り引いて算

定する方法によっています。

⑩未払金、⑪未払費用、⑫未払法人税等及び⑬未払

消費税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿

価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっています。
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 第23期
自　平成21年4月1日
 至　平成22年3月31日

第24期
自　平成22年4月1日
 至　平成23年3月31日

⑬長期借入金

長期借入金のうち、固定金利によるものは、元利

金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想

定される利率で割引いて算定する方法によって

います。

長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期

間で市場金利を反映し、また、当社の信用状態は

実行後大きく異なっていないことから、時価は

帳簿価額と近似していると考えられるため、当

該帳簿価額を時価としております。

 

⑭長期借入金

長期借入金のうち、固定金利によるものは、元利

金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想

定される利率で割引いて算定する方法によって

います。

長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期

間で市場金利を反映し、また、当社の信用状態は

実行後大きく異なっていないことから、時価は

帳簿価額と近似していると考えられるため、当

該帳簿価額を時価としております。

 

2.　時価を把握することが極めて困難と認められる金

融商品

区分 貸借対照表計上額（百万円）

子会社株式 300

上記については、市場価格がなく、時価を把握す

ることが極めて困難と認められることから、上表

には含めておりません。

 

3.　長期借入金の決算日後の返済予定額

（単位：百万円）

 1年以内
1年超
2年以内

2年超
3年以内

3年超
4年以内

4年超
5年以内

5年超

長期借入金 - - - - - 10,237

合計 - - - - - 10,237
　

2.　時価を把握することが極めて困難と認められる金

融商品

区分 貸借対照表計上額（百万円）

子会社株式 300

上記については、市場価格がなく、時価を把握す

ることが極めて困難と認められることから、上表

には含めておりません。

 

3.　長期借入金の決算日後の返済予定額

（単位：百万円）

 1年以内
1年超
2年以内

2年超
3年以内

3年超
4年以内

4年超
5年以内

5年超

長期借入金 - - - - - 6,337

合計 - - - - - 6,337

 

(有価証券関係)
 

第23期
自　平成21年4月1日
 至　平成22年3月31日

第24期
自　平成22年4月1日
 至　平成23年3月31日

当該事業年度に売却したその他有価証券

区分 投資信託受益証券
売却額 　0　百万円
売却益の合計 　　－円
売却損の合計 　0　百万円

　当該事業年度に売却したその他有価証券

区分 投資信託受益証券
売却額 　0　百万円
売却益の合計 　　－円
売却損の合計 　0　百万円
  

 

(デリバティブ取引関係)

 

第23期
自　平成21年4月1日
 至　平成22年3月31日

第24期
自　平成22年4月1日
 至　平成23年3月31日

該当なし 同　　左
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(退職給付関係)

 

第23期
自　平成21年4月1日
 至　平成22年3月31日

第24期
自　平成22年4月1日
 至　平成23年3月31日

１．採用している退職給付制度の概要 １．採用している退職給付制度の概要

当社は、旧バークレイズ・グローバル・インベス

ターズ株式会社で設けられていた、①適格退職年金

制度及び②旧退職金制度を引き続き有しています。

当社は、平成21年12月2日に旧ブラックロック・

ジャパン株式会社との合併に伴い、旧ブラックロッ

ク・ジャパン株式会社における退職年金制度（③

確定拠出年金制度及び④確定給付年金制度）を承

継しました。従って、平成21年12月2日以降、①から

④の四つの制度を有しています。

当社は、旧バークレイズ・グローバル・インベス

ターズ株式会社で設けられていた、①旧退職金制度

を引き続き有しています。当社は、平成21年12月2日

に旧ブラックロック・ジャパン株式会社との合併

に伴い、旧ブラックロック・ジャパン株式会社にお

ける退職年金制度（②確定拠出年金制度及び③確

定給付年金制度）を承継しました。また、平成23年1

月1日付で旧バークレイズ・グローバル・インベス

ターズ株式会社から引き継いだ適格退職年金制度

はキャッシュ・バランス型の③確定給付年金制度

に移行しました。従って、平成23年1月1日以降、①か

ら③の三つの制度を有しています。

２．退職給付債務に関する事項

退職給付債務 △1,718百万円

年金資産残高 1,433  

未積立退職給付債務 △285  

未認識過去勤務債務 13  

未認識数理計算上の差異 △11  

貸借対照表計上額純額 △283  

前払年金費用 23  

退職給付引当金 △306百万円

（注）旧バークレイズ・グローバル・インベスターズ

株式会社の従業員に対しては、退職給付債務の算

定にあたり簡便法を採用しております。

 

２．退職給付債務に関する事項

退職給付債務 △1,550百万円

年金資産残高 1,352  

未積立退職給付債務 △198  

未認識過去勤務債務 △47  

未認識数理計算上の差異 △96  

退職給付引当金 △342百万円

  

３．退職給付費用に関する事項

勤務費用等 402百万円

利息費用 3  

期待運用収益 1  

過去勤務債務の費用処理額 0  

数理計算上の差異の費用処理額 △0  

確定拠出年金に係る要拠出額 13  

退職給付費用負担額合計 421  

特別退職金 518  

　合計 939百万円

（注）簡便法を採用している旧バークレイズ・グロー

バル・インベスターズ株式会社の従業員の退職給

付費用は、勤務費用等に計上しております。

３．退職給付費用に関する事項

勤務費用等 275百万円

利息費用 23  

期待運用収益 △11  

過去勤務債務の費用処理額 0  

数理計算上の差異の費用処理額 △1  

確定拠出年金に係る要拠出額 33  

退職給付費用合計 320  

特別退職金 118  

　合計 438百万円
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第23期
自　平成21年4月1日
 至　平成22年3月31日

第24期
自　平成22年4月1日
 至　平成23年3月31日

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①　退職給付見込額の期間配分方法

ポイント基準

 

②　割引率

1.4%

 

③　期待運用収益率

△0.7%

 

④　過去勤務債務の額の処理年数

発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（9年）による定額法により費用処理して

おります。

 

⑤　数理計算上の差異の処理年数

発生の翌事業年度から9年で処理しております。

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①　退職給付見込額の期間配分方法

ポイント基準

 

②　割引率

1.8%

 

③　期待運用収益率

△0.7%～2.5%

 

④　過去勤務債務の額の処理年数

発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（9年）による定額法により費用処理して

おります。

 

⑤　数理計算上の差異の処理年数

発生の翌事業年度から9年で処理しております。
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(税効果会計関係)

 

第23期
(平成22年3月31日現在)

第24期
(平成23年3月31日現在)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

繰延税金資産（流動資産）

賞与引当金 291百万円

未払費用否認 446

減価償却損金算入限度超過額 192

その他 0

繰延税金資産（流動資産）合計 930百万円

  

繰延税金資産（固定資産）  

税務上の繰越欠損金 1,041百万円

退職給付引当金 234

減価償却損金算入限度超過額 152

無形固定資産 312

資産調整勘定 79

その他 3

繰延税金資産（固定資産）合計 1,823

繰延税金負債（固定負債）  

無形固定資産 △776

その他 △9

繰延税金負債（固定負債）合計 △786

繰延税金資産（固定資産）の純額 1,037百万円

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

繰延税金資産（流動資産）

賞与引当金 178百万円

未払費用 220

早期退職慰労引当金 10

その他 7

繰延税金資産（流動資産）合計 417百万円

  

繰延税金資産（固定資産）  

税務上の繰越欠損金 1,530百万円

退職給付引当金 140

有形固定資産 89

無形固定資産 91

資産調整勘定 39

資産除去債務 97

その他 3

繰延税金資産（固定資産）合計 1,993

繰延税金負債（固定負債）  

無形固定資産 △608

資産除去債務に対応する除去費用 △72

繰延税金負債（固定負債）合計 △680

繰延税金資産（固定資産）の純額 1,312百万円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異原因となった主な項目別の内訳

 

法定実効税率 41.0％

(調整)  

交際費等永久に損金に算入されない項目 △14.2

損金不算入ののれん償却額 △6.1

その他 2.2

税効果会計適用後の法人税等の負担率 22.9%

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異原因となった主な項目別の内訳

 

法定実効税率 41.0％

(調整)  

交際費等永久に損金に算入されない項目 48.6

損金不算入ののれん償却額 128.8

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △101.7

住民税均等割 1.1

その他 1.5

税効果会計適用後の法人税等の負担率 119.2%
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(企業結合等関係)

 

第23期
自　平成21年4月1日
 至　平成22年3月31日

第24期
自　平成22年4月1日
 至　平成23年3月31日

(共通支配下の取引等関係)

１．結合当事企業又は対象となった事業の名称及びそ

の事業の内容

①　結合当事企業又は対象となった事業の名称

ブラックロック・ジャパン株式会社

－

②　事業の内容

投資運用業、投資助言・代理業、第二種金融商品

取引業等

 

③　企業結合の法的形式

吸収合併

 

④　結合後企業の名称

ブラックロック・ジャパン株式会社

 

⑤　取引の目的を含む取引の概要

当社は、平成21年11月17日開催の臨時株主総会

で、ブラックロック・インクによるバークレイズ・

グローバル・インベスターズの買収に伴う日本法

人においての経営統合を目的に、平成21年12月2日

を効力発生日として、当社を吸収合併存続株式会

社、旧ブラックロック・ジャパン株式会社を吸収合

併消滅会社とする吸収合併が行われることを承認

し、旧ブラックロック・ジャパン株式会社の資産、

負債及び契約上の地位その他一切の権利義務を当

社に承継させる吸収合併を行いました。

また当社は平成21年12月2日、ブラックロック・

ジャパン株式会社へ商号の変更を行っております。

なお、本吸収合併の効力発生時点において当社及

び旧ブラックロック・ジャパン株式会社の株主は

ブラックロック・ジャパン・ホールディング合同

会社のみとなっていることから、本吸収合併に際し

て、当社はブラックロック・ジャパン・ホールディ

ング合同会社に対して、株式その他の金銭等の対価

を交付しておりません。

 

⑥　企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債

の額並びにその内訳

(1)　資産の額

流動資産　　　4,780百万円

固定資産　　　7,419百万円

(2)　負債の額

流動負債　　　2,043百万円

固定負債　　　8,937百万円

上記金額は、当社の財務諸表に基づき必要な組替

を行った旧ブラックロック・ジャパン株式会社

の最終事業年度の財務諸表に基づいております。
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第23期
自　平成21年4月1日
 至　平成22年3月31日

第24期
自　平成22年4月1日
 至　平成23年3月31日

２．吸収分割先企業又は対象となった事業の名称及び

その事業の内容

 

①　分割先企業の名称

ブラックロック証券株式会社

 

②　分割した事業の内容

第一種金融商品取引業、第二種金融商品取引業及

び金融商品取引業に付随する業務等

 

③　分割の法的形式

吸収分割

 

④　取引の目的を含む取引の概要

当社は、平成21年11月17日開催の臨時株主総会

で、ブラックロック証券会社(BSC)に対して、i

シェアーズ・ビジネスを含む証券営業部及び金

融法人営業部に係る事業に関する権利義務を吸

収分割により承継させることを承認し、平成21年

12月2日を効力発生日として、当社を吸収分割株

式会社、ブラックロック証券株式会社を吸収分割

承継株式会社として、それまで当社が営んでいた

第一種金融商品取引業に関する資産、負債、契約

上の地位その他一切の権利義務をブラックロッ

ク証券株式会社に承継させる吸収分割を行いま

した。

なお、本吸収分割の効力発生時点において当社は

BSCの発行済み株式の全部を保有していることか

ら、本吸収合併に際して、BSCは当社に対して、株

式その他の金銭等の対価を交付しておりません。

 

 

３．実施した会計処理の概要

本取引（１．及び２．）は、「企業結合に係る会計

基準」(企業会計審議会平成15年10月31日)及び「企

業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適

用指針」(企業会計基準適用指針第10号最終改正平成

19年11月15日)に基づき、共通支配下の取引として会

計処理を行っております。
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(資産除去債務関係)

 

第23期
自　平成21年4月1日
 至　平成22年3月31日

第24期
自　平成22年4月1日
 至　平成23年3月31日

－ 資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

 

1.　当該資産除去債務の概要

当社事業所の定期建物賃貸借契約に伴う原状回復

義務等であります。

 

2.　当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を当該定期建物賃貸借契約上の賃貸

借期間10年と見積り、割引率は1.5%を使用して資産

除去債務の金額を計算しております。

 

3.　当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減

 

期首残高（注） 233百万円

時の経過による調整額 3 

期末残高 237百万円

（注）

当事業年度より「資産除去債務に関する会計基

準」（企業会計基準第18号　平成20年3月31日）

及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年3

月31日）を適用したことによる期首時点におけ

る残高であります。

 

 

 

(セグメント情報等)

 

第23期　（自　平成21年4月1日　至　平成22年3月31日）

1.　セグメント情報

当社は主として投資運用業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

2.　報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

該当事項はありません。

 

3.　報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

当社は主として投資運用業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

4.　報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報

該当事項はありません。
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第24期（自　平成22年4月1日　至　平成23年3月31日）

（追加情報）

当事業年度より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年3月27日）及び「セグメン

ト情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成20年3月21日）を適用しております。

 

1.　セグメント情報

当社は主として投資運用業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

2.　関連情報

①　製品及びサービスに関する情報

　(単位：百万円)

 委託者報酬 運用受託報酬 その他 合計

外部顧客

営業収益
5,677 9,800 2,292 17,771

 

②　地域に関する情報

(1) 売上高

　(単位：百万円)

日本 その他 合計

14,812 2,958 17,771

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90%を超えるため、記載を省略してお

ります。

 

③　主要な顧客に関する情報

政府系機関に対するものを除き、営業収益の10%以上を占める主要な顧客に該当するものはありません。

 

3.　報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

該当事項はありません。

 

4.　報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

当社は主として投資運用業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

5.　報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報

該当事項はありません。
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(関連当事者情報)

 

第23期(自　平成21年4月1日　至　平成22年3月31日)

１．関連当事者との取引

(1) 親会社及び主要株主等

自：平成21年4月1日　至：平成21年12月1日（注1）

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金
又は
出資金

事業の
内容
又は
職業

議決権等の
所有
(被所有)
割合

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
(百万円)

科　目
期末残高
(百万円)

親会社
Barclays
Bank PLC

英国
ロンドン市

2,402
百万
ポンド

銀行業 間接(100%)
ローン貸出
及び借入

受取利息
(注2)

7 未収収益 -

       
支払利息
(注3)

23 未払費用 -

(注1)平成21年12月2日に、当社の究極の親会社がBarclays Global Investors UK Holdings Limited からブラックロック・イ
ンクに変更されました。

 

取引条件及び取引条件の決定方針等
(注2)受取利息については、一般取引条件と同様に決定しております。
(注3)支払利息については、市場金利を勘案して決定しております。尚、担保は差し入れておりません。

 

(2) 同一の親会社を持つ会社等

自：平成21年12月2日　至：平成22年3月31日（注1）

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有(被所有)
割合

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
(百万円)

科　目
期末残高
(百万円)

同一の親会
社をもつ会
社

旧ブラックロッ
ク・ジャパン株
式会社

東京都
千代田区

2,989
百万円

投資
運用業

なし
吸収合併
消滅会社

吸収合併
(注2)

承継資産合計:　　12,200
承継負債合計:　　10,980
承継純資産合計：　1,219
合併対価:　　　　　　 -

－ －

同一の親会
社をもつ会
社

ブラックロック
・ルックス・
フィンコ・S.a.

r.l.

ルクセンブル
グ大公国
ルクセンブル
グ市

10万
米ドル

資産運用会
社等の事業
の支配・管
理

なし
ローン
借入

借入金
（注3）

10,237
長期
借入金

10,237

支払利息
（注4）

114
未払
利息

－

(注1)平成21年12月2日に、当社の究極の親会社がBarclays Global Investors UK Holdings Limited からブラックロック・イ

ンクに変更されました。

 

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注2)吸収合併については、共通支配下の取引として算定された額を計上しております。

(注3)取引金額の内訳は次の通りとなっております。尚、担保は差し入れておりません。

①吸収合併による消滅会社から承継した借入金：8,937百万円

②当社の究極の親会社変更に伴い、当該貸出先において承継された劣後特約付借入金:1,300百万円

(注4)支払利息については、市場金利を勘案して決定しております。尚、担保は差し入れておりません。

 

２．親会社に関する注記

親会社情報

ブラックロック・インク（ニューヨーク証券取引所に上場）

ブラックロック・ファイナンシャル・マネジメント・インク（非上場）
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第24期(自　平成22年4月1日　至　平成23年3月31日)

１．関連当事者との取引

(1) 親会社等

自：平成22年4月1日　至：平成23年3月31日

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金
又は
出資金

事業の
内容
又は
職業

議決権等の
所有
(被所有)
割合

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
(百万円)

科　目
期末残高
(百万円)

親会社

ブラック
ロック・
ジャパン・
ホールディ
ングス合同
会社

東京都
千代田区

1万円

資産運用会
社等の事業
の支配・管
理

直接(100%)出資
新株の発行
(注)

3,900

資本金 1,950

資本準備金 1,950

取引条件及び取引条件の決定方針等
(注)当社に対する貸付金を出資の目的とする株式発行であります。

(2) 子会社等

自：平成22年4月1日　至：平成23年3月31日

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金
又は
出資金

事業の
内容
又は
職業

議決権等の
所有
(被所有)
割合

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
(百万円)

科　目
期末残高
(百万円)

子会社
ブラック
ロック証券
株式会社

東京都
千代田区

1億5千
5万円

第一種金融
商品取引業

直接 100%出資
受取配当金
(注)

500 － －

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注)子会社における平成23年3月31日開催の臨時株主総会の決議に基づき、当社は配当金を受領しました。

 

(3) 同一の親会社を持つ会社等

自：平成22年4月1日　至：平成23年3月31日

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金
又は
出資金

事業の
内容
又は
職業

議決権等の
所有
(被所有)
割合

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
(百万円)

科　目
期末残高
(百万円)

同一の親会
社をもつ会
社

ブラック
ロック・
ルックス・
フィンコ・
S.a.r.l.

ルクセンブ
ルグ大公国
ルクセンブ
ルグ市

10万
米ドル

資産運用会
社等の事業
の支配・管
理

なし ローン借入

借入金 －
長期借入金
（注2）

6,337

支払利息
(注1)

333未払利息 －

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注1)支払利息については、市場金利を勘案して決定しております。尚、担保は差し入れておりません。

(注2)長期借入金には劣後特約付借入金5,237百万円が含まれております。尚、貸付人の変更により長期借入金が当期3,900百万

円減少しております。

 

２．親会社に関する注記

親会社情報

ブラックロック・インク（ニューヨーク証券取引所に上場）

ブラックロック・ファイナンシャル・マネジメント・インク（非上場）
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(１株当たり情報)

 

第23期
自　平成21年4月1日
 至　平成22年3月31日

第24期
自　平成22年4月1日
 至　平成23年3月31日

１株当たり純資産額 983,059円95銭

１株当たり当期純損失 117,424円51銭

１株当たり純資産額 1,389,292円18銭

１株当たり当期純損失 4,171円51銭

  

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純損失金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純損失金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

  

１株当たり当期純損失の算定上の基礎

損益計算書上の当期純損失 1,084百万円

１株当たり当期純損失の算定に

用いられた普通株式に係る当期純損失
1,084百万円

期中平均株式数 9,238株

１株当たり当期純損失の算定上の基礎

損益計算書上の当期純損失 38百万円

１株当たり当期純損失の算定に

用いられた普通株式に係る当期純損失
38百万円

期中平均株式数 9,316株

 

(重要な後発事象)

 

第23期
自　平成21年4月1日
 至　平成22年3月31日

第24期
自　平成22年4月1日
 至　平成23年3月31日

－ 当社は平成23年2月25日開催の臨時株主総会の決議に基

づき、平成23年4月1日付で当社を吸収合併存続会社と

し、100%子会社であるブラックロック証券株式会社（以

下、「BSC」という。）を吸収合併消滅会社とする吸収合

併を行いました。

 

合併の理由：

当社はグループ内における再編の一環として、BSCを

吸収合併しました。

 

合併相手先の名称：

ブラックロック証券株式会社

 

合併後の会社の名称：

ブラックロック・ジャパン株式会社

 

合併相手先の主な事業内容：

第一種金融商品取引業

 

合併相手先の事業規模：

第4期（平成23年3月期）における合併相手先である

BSCの事業規模は以下のとおりです。

営業利益　　　　　　　 446　百万円

経常利益　　　　　　　 445　百万円

当期純利益　　　　　　 256　百万円

資産合計　　　　　　　 846　百万円

負債合計　　　　　　　 387　百万円

純資産合計　　　　　　 459　百万円

従業員数　　　　　　　　54　名
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第23期
自　平成21年4月1日
 至　平成22年3月31日

第24期
自　平成22年4月1日
 至　平成23年3月31日

－ 合併の方法：

当社を存続会社として、BSCを吸収合併消滅会社とし

ました。

 

合併の対価：

本合併の効力発生時点においてBSCの株主は当社のみ

となっていることから、本合併に際して、当社からBSC

に対して、株式その他の金銭等の対価は交付しており

ません。

 

引継ぐ財産の額：

合併日において引継がれるBSCの資産・負債（平成23

年4月1日現在）は以下のとおりです。

資産合計　　　　　　　 846　百万円

負債合計　　　　　　　 387　百万円

なお、「増加すべき資本・準備金・その他利益剰余金

等の額」はありません。

 

合併の時期：

平成23年4月1日

 

実施した会計処理の概要：

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21

号　平成20年12月26日）及び「企業結合会計基準及び

事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計

基準適用指針第10号　平成20年12月26日）に基づき、

共通支配下の取引として処理しております。
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４【利害関係人との取引制限】

委託会社は、金融商品取引法の定めるところにより、利害関係人との取引について、次に掲げる行為が禁止され

ています。

(1) 自己又はその取締役若しくは執行役との間における取引を行うことを内容とした運用を行うこと(投資者の

保護に欠け、若しくは取引の公正を害し、又は金融商品取引業の信用を失墜させるおそれがないものとして内閣

府令で定めるものを除きます。)。

(2) 運用財産相互間において取引を行うことを内容とした運用を行うこと(投資者の保護に欠け、若しくは取引の

公正を害し、又は金融商品取引業の信用を失墜させるおそれがないものとして金融商品取引業等に関する内閣

府令で定めるものを除きます。)。

(3) 通常の取引の条件と異なる条件であって取引の公正を害するおそれのある条件で、委託会社の親法人等(委託

会社の総株主等の議決権の過半数を保有していることその他の委託会社と密接な関係を有する法人その他の団

体として金融商品取引法施行令で定める要件に該当する者をいいます。以下(4)(5)において同じ。)又は子法人

等(委託会社が総株主等の議決権の過半数を保有していることその他の委託会社と密接な関係を有する法人そ

の他の団体として政令で定める要件に該当する者をいいます。以下同じ。)と有価証券の売買その他の取引又は

金融デリバティブ取引を行うこと。

(4) 委託会社の親法人等又は子法人等の利益を図るため、その行う投資運用業に関して運用の方針、運用財産の額

若しくは市場の状況に照らして不必要な取引を行うことを内容とした運用を行うこと。

(5) 上記に掲げるもののほか、投資者の保護に欠け、若しくは取引の公正を害し、又は金融商品取引業の信用を失

墜させるおそれのあるものとして金融商品取引業等に関する内閣府令で定める行為。
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５【その他】

定款の変更、事業譲渡または事業譲受、出資の状況その他の重要事項

変更年月日 変更事項

平成19年９月18日 証券業登録に伴う商号変更（「バークレイズ・グローバル・インベスターズ証券投信

投資顧問株式会社」に変更）のため、定款変更を行いました。

平成19年９月30日 商号変更（「バークレイズ・グローバル・インベスターズ株式会社」に変更）のた

め、定款変更を行いました。

平成19年９月30日 公告の方法を変更するため、定款変更を行いました。

平成19年12月27日事業を営むことの目的を変更するため、定款変更を行いました。

平成20年７月１日 グループ会社の１つであるバークレイズ・グローバル・インベスターズ・サービス株

式会社を吸収合併し、それに伴い資本金の額を変更いたしました。

平成20年７月１日 株式取扱規則に関する記述を追加するため、定款変更を行いました。

平成21年６月22日 本店所在地変更のため、定款変更を行いました。

平成21年12月２日 ブラックロック・ジャパン株式会社と合併

商号変更（「ブラックロック・ジャパン株式会社」に変更）および定款変更を行いま

した。

平成23年４月１日 グループ会社であるブラックロック証券株式会社を吸収合併し、それに先立ち定款変

更および資本金の額の変更を行いました。
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第２ 【その他の関係法人の概況】

１【名称、資本金の額及び事業の内容】

(1) 受託会社

・名称 ：三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

・資本金の額 ：324,279百万円（平成23年３月末現在）

・事業の内容 ：銀行法に基づき、銀行業を営むとともに、金融機関の信託業務の兼営等に関する

法律（兼営法）に基づき信託業務を営んでいます。

 

＜再信託受託会社の概要＞

・名称 ：日本マスタートラスト信託銀行株式会社

・資本金の額 ：10,000百万円（平成23年３月末現在）

・事業の内容 ：銀行法に基づき、銀行業を営むとともに、金融機関の信託業務の兼営等に関する

法律（兼営法）に基づき信託業務を営んでいます。

・再信託の目的 ：原信託契約にかかる信託業務の一部（信託財産の管理）を原信託受託会社から

再信託受託会社（日本マスタートラスト信託銀行株式会社）へ委託するため、原

信託財産の全てを再信託受託会社へ移管することを目的とします。

 

(2) 販売会社

 

名称
資本金の額(百万円)
(平成23年３月末現在)

事業の内容

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 10,000
金融商品取引法に定める第一種金融商品取引業を
営んでいます。

 

２【関係業務の概要】

(1) 受託会社

受託会社(受託者)として、ファンドの信託財産の保管・管理・計算、外国証券を保管・管理する外国の保管銀

行への指図・連絡等を行います。

 

(2) 販売会社

ファンドの取扱販売会社として、募集の取扱いおよび販売を行い、換金に関する事務、収益分配金の再投資に

関する事務、換金代金・収益分配金・償還金の支払いに関する事務等を行います。
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３【資本関係】

(1) 受託会社

該当事項はありません。

 

(2) 販売会社

該当事項はありません。
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第３ 【その他】

１　交付目論見書の表紙等に、以下の事項を記載します。

(1) 委託会社等の情報

①　委託会社名

②　金融商品取引業者登録番号

③　設立年月日

④　資本金

⑤　当該委託会社が運用する投資信託財産の合計純資産総額

⑥　「ファンドの運用の指図を行う者である。」旨

(2) 受託会社に関する情報

受託会社名および「ファンドの財産の保管および管理を行う者である。」旨

(3) 詳細情報の入手方法

詳細な情報の入手方法として、以下の事項を記載します。

①　委託会社のホームページアドレス、電話番号および受付時間等

②　請求目論見書の入手方法および投資信託約款が請求目論見書に添付されている旨

(4) 交付目論見書の使用開始日

(5) 届出の効力に関する事項

金商法第４条第１項又は第２項の規定による届出の効力に関する事項について、次に掲げるいずれかの内容

を記載します。

①　届出をした日および当該届出の効力の発生の有無を確認する方法

②　届出をした日、届出が効力を生じている旨および効力発生日

(6) その他の記載事項

①　商品内容に関して重大な変更を行う場合には、投資信託および投資法人に関する法律（昭和26年法律第198

号、以下「投信法」という。）に基づき事前に投資者の意向を確認する旨

②　投資信託の財産は受託会社において信託法に基づき分別管理されている旨

③　請求目論見書は投資者の請求により販売会社から交付される旨および当該請求を行った場合にはその旨の

記録をしておくべきである旨

④　「ご購入に際しては、本書の内容を十分にお読みください。」との趣旨を示す記載

 

２　交付目論見書の「投資リスク」記載箇所に金融商品取引法第37条の６の規定（いわゆるクーリング・オフ）の

適用がない旨を記載します。

 

３　目論見書は別称として、「投資信託説明書」と称して使用する場合があります。

 

４　目論見書は電子媒体等として使用される他、インターネット等に掲載されることがあります。
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 独立監査人の監査報告書  
   

 

 平成22年５月19日

 

ブラックロック・ジャパン株式会社

取　　　締　　　役　　　会　　御中

 

 有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ  

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　川　　本　　修　　司　　㊞

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　星　　　　　知　　子　　㊞

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社等の経理状

況」に掲げられているブラックロック・ジャパン株式会社（旧社名：バークレイズ・グローバル・インベスターズ

株式会社）の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第23期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書及び株主資本等変動計算書について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含

め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合

理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ブ

ラックロック・ジャパン株式会社の平成22年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成

績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 
 

(注) １．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）

が別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
 

平成２３年６月１６日

 

ブラックロック・ジャパン株式会社  

取締役会 御中

 

有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ  
 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 川　 　本　 　修　 　司 印

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 若　 　林　 　亜　 　希 印

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社等の経理状

況」に掲げられているブラックロック・ジャパン株式会社の平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日までの

第２４期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書について監査を行った。

この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基

礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ブラッ

クロック・ジャパン株式会社の平成２３年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成

績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

追記情報

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成２３年４月１日付けで100％子会社であるブラックロック証

券株式会社を吸収合併した。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書

提出会社）が別途保管しております。

　　　２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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